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1. 序論 

 

1.1. 本研究の目的 

社会における様々な分野で IT 技術が利用されている．金融システムや交通システム等の社

会的に重要なインフラや，医療分野等の人の生命に直接関わる分野においても，IT 技術は

不可欠な存在となってきている．このような重要な分野におけるシステムの障害は大きな

損失をもたらし，社会的な問題となる．また，近年のシステムの多くには，システムが独

立に存在しているのではなく，システム同士が相互に連携しているという特徴がある．複

数のシステムが相互に連携しているという状況が，この問題の解決をさらに難しくしてい

る．このような状況の中で，システムのディペンダビリティや安全性等を保証する技術と

して，アシュアランスケースが注目されている[1]．アシュアランスケースとは，システム

のディペンダビリティや安全性に関する議論を構造的に記述した文書である．アシュアラ

ンスケースは，要件定義から運用に至るシステム開発全般で使用することができる．アシ

ュアランスケースの使用により，システムのディペンダビリティや安全性に関する議論を

整理し，ステークホルダ間で共有することが可能となる．ステークホルダによるシステム

のディペンダビリティや安全性に関する議論の共有は，システムやシステムを利用したサ

ービスの保証につながる．しかしながら，従来の研究において提案されているアシュアラ

ンスケースの記法には，Table 1 に示す 3 つの欠陥が存在する．  

 

Table 1 従来の研究におけるアシュアランスケースの記法の欠陥 

ID 欠陥内容 

欠陥① 複数のシステムや複数のコンポーネントから構成されるシステムの保証が考慮

されていない． 

欠陥② アシュアランスケースで実施される議論を保証する責任主体の概念が考慮され

ていない． 

欠陥③ アシュアランスケースと既存の設計手法との関係が不明確である． 

 

そこで，本研究では，これらの欠陥に対応するため，以下の 3 つの課題に取り組む． 

 

A) 複数のシステムやコンポーネントから構成されるシステムの保証 

近年，単独で存在するシステムは少なくなってきており，相互に連携するシステムが増加

してきている．このようなシステムは，System of systems（SoS）[2]の概念でも知られて

いる．また，1 つのシステムに着目すると，システム自体が複数のコンポーネントから構成

されている場合が多くなってきている．すなわち，現状において構築されているシステム

の多くは，複数のシステムやコンポーネントが相互に依存する構成となっている．このよ

うな状況であるにも関わらず，従来のアシュアランスケースには，複数のシステムやコン
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ポーネントから構成されるシステムの保証が考慮されていないという欠陥が存在した．従

来のアシュアランスケースでは，対象のディペンダビリティや安全性に関する議論を，基

本的に全て 1 つのアシュアランスケースに記述する．これは，システムが複数の要素から

構成されている場合でも同様である．従来のアシュアランスケースでは，アシュアランス

ケースの中で，システムの複数の構成要素を表現する手段が無い．これでは複数のシステ

ムやコンポーネントが相互に依存するシステムの保証に関する議論を記述することは難し

い．すなわち，従来のアシュアランスケースには，複数のシステムやコンポーネントが相

互に依存するシステムの議論を，効率的に実施できるようにするという課題がある．本研

究では，この課題に対する取り組みとして Actor の概念を導入したアシュアランスケース

である d* framework を提案する．d* framework において，Actor は対象システムの構成

要素を示す要素として定義されている．すなわち，対象とするサービスを構成するシステ

ム，システムに含まれるサブシステムやコンポーネント，ユーザ，サービス提供者，シス

テム開発者等が，Actor として定義される． 

 

B) アシュアランスケースに対する責任属性の導入 

アシュアランスケースには，システムを保証するための議論が記述される．アシュアラン

スケースに記述される議論により，対象のシステムが保証されるためには，アシュアラン

スケースに記述される議論そのものが保証される必要がある．そのためには，アシュアラ

ンスケースに記述される議論そのものに責任を持つ責任主体が，明確になっている必要が

ある．しかし，従来のアシュアランスケースでは，必ずしもこの責任主体を明示的に記述

することができなかった．つまり，従来のアシュアランスケースには，アシュアランスケ

ースで実施される議論を保証する責任主体の概念が考慮されていないという欠陥が存在す

る．この欠陥に対する課題として，アシュアランスケースに対する責任属性の導入がある．

本研究では，この課題に対する取り組みとして，d* framework に対して，責任主体を明示

的に記述することができる Agent の要素を導入することを提案する． 

 

C) 既存の設計手法とアシュアランスケースの関係の明確化 

アシュアランスケースは，ソフトウェア工学の分野における手法の 1 つである．ソフトウ

ェア工学の分野では，システム開発の上流工程から下流工程に至る様々な工程を対象とし

て，システム開発を行うための研究が実施されている[3]．それらの研究において，システ

ム開発で使用できる様々なモデルが提案されている．これらのモデルとアシュアランスケ

ースの間には関係があると考えられる．また，この関係を明らかにすることで，アシュア

ランスケースをより効果的に使用することができるようになると考えられる．しかし，ア

シュアランスケースとそれら既存の設計手法との関連に関する研究は，ほとんど存在しな

い．すなわち，既存のアシュアランスケースに関する研究には，アシュアランスケースと

既存の設計手法との関係が不明確であるという欠陥が存在する．本研究では，この問題に
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対する取り組みとして，既存の設計手法のモデルであるコラボレーション図[4]と d* 

framework（アシュアランスケース）の関係を明確にし，コラボレーション図を使用した

d* framework の作成手法を提案する． 

 

1.2. 本研究の内容 

本研究は，d* framework に関する研究を中心としている．d* framework とは，Actor の

概念が導入されたアシュアランスケースの作成手法である．また，d* framework で作成さ

れたアシュアランスケース自体も d* framework と呼ばれる．本研究では，d* framework

の提案及び拡張により，上記目的に挙げた 3 つの課題に対する取り組みを実施する．d* 

framework の詳細については，3 章 d* framework の提案で述べる． 

 

1.3. 本研究のアプローチ 

システムの保証に対する関心が高まるのに伴い，システムを保証するための技術であるア

シュアランスケースに関する研究がすすめられてきた．しかし，前節で示した通り，従来

のアシュアランスケースの記法には，Table 1 に示す欠陥が存在する．そのため，本研究で

は，これら欠陥に対応するための課題を上記のように設定し，研究を実施する． 

 

欠陥①に対しては，複数のシステムやコンポーネントから構成されるシステムの保証方法

を提案することで対処する．具体的には，システムの構成要素であるサブシステムやコン

ポーネント等を示すことができる Actor の概念を，アシュアランスケースに導入する

（“Actor の導入”）． 

 

欠陥②に対しては，アシュアランスケースに記述される議論に対して，責任主体を明示的

に記述することができる Agent の要素を導入することで対処する（“責任属性の導入”）． 

 

欠陥③に対しては，既存の設計手法とアシュアランスケースの関係の明確化の一環として，

既存の設計手法であるコラボレーション図を使用したアシュアランスケースの設計法につ

いて検討し提案する（“設計法の検討”）． 

 

本研究において実施する研究を，アシュアランスケースへの Actor および責任属性の導入

に対する“記法の提案”，“記法の評価”，“設計法の検討”として整理したものを，本論文

における各章の位置付けとして Figure 1 に示す．Figure 1 では，本研究において実施する

研究の実施範囲についても示している． 
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Figure 1 本論文における各章の位置付け 

 

責任属性の導入について，本研究では “記法の評価”および“設計法の検討”が，実施さ

れていない．しかし，これらについては，実施済みの部分と相互に依存が少なく，分けて

考えても問題がない．これらについては，今後の課題となる． 
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2. 関連研究 

 

2.1. アシュアランスケースの概要 

アシュアランスケースとは，対象とするシステムのディペンダビリティや安全性を保証す

るために作成される文書である[10]．ここで，ディペンダビリティとは，システムの保証に

関する概念である．一般的に，ディペンダビリティは，システムの保証に関する複数の属

性の複合概念として定義されている．[13][14]では，ディペンダビリティは  “可用性

（Availability）”，“信頼性（Reliability）”，“安全性（Safety）”，“統合性（Integrity）”，“保

守性（Maintainability）”からなる複合概念として定義されている．また，[13][14]では，

ディペンダビリティに関連する概念であるセキュリティは，“可用性（Availability）”，“機

密性（Confidentiality）”，“統合性（Integrity）”の複合概念として定義されている．つま

り，[13][14]では，ディペンダビリティと同様にセキュリティも複数の概念の複合概念とし

て定義され，ディペンダビリティとセキュリティは，対象とする属性に重なりのある概念

として定義されている．一方，[15]では，ディペンダビリティは“安全性（Safety）”，“保

守性（Maintainability）”，“セキュリティ（Security）”，“信頼性（Reliability）”，“可用性

（Availability）”，“統合性（Integrity）”の複合概念として定義されている．いずれにして

も，ディペンダビリティとは，システムが安全で信頼できるものであるために満たすべき

属性を定義した複合概念であるといえる．本研究におけるディペンダビリティの定義は，

[13][14]に従うものとする． 

アシュアランスケースには，保証の対象となるシステムのディペンダビリティや安全性の

保証に関する議論が記述される．歴史的には，最初に，システムの安全性を保証するため

の議論を記述するセーフティケースが提案された．セーフティケースがイギリスで普及し

た背景には，1988 年におきた死者 167 名を出した北海油田事故などの深刻な事故がある．

そのような深刻な事故を背景として，なぜシステムが安全になるのか，エビデンスをもと

に議論する必要性が広く認識された[5]．セーフティケースの一般的な定義は，次のような

ものである． 

 

“A documented body of evidence that provides a convincing and valid argument that a 

system is adequately safe for a given application in a given environment” [6][7][8] 

 

現状においても，アシュアランスケースが必要となる背景として，システムの障害が社会

的な問題になってきているという点が挙げられる[9]．特に，社会的に重要なシステム（ク

リティカルシステム）の障害は，重大な損失をもたらす可能性がある．社会的に重要なシ

ステムとは，エネルギー等の様々なライフラインに関するシステム，公共の交通機関に関

するシステム，金融系のシステム，医療系のシステム等の，システムの停止が与える影響

が極めて大きなシステムを指す．これらのシステムの停止は，即座に重大な損失をもたら
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す．場合によっては人の生命にかかわることもある．従って，システムの障害が起こらな

いように，システムを保証する必要がある．また，障害が起きた場合，障害が起きた原因

が明確にされる必要がある．アシュアランスケースは，システムのセーフティ（安全性），

セキュリティ，ディペンダビリティ等を保証する目的で使用される技術である[10]．アシュ

アランスケースを使ってシステムを保証することで，Table 2 に示す効果があると考えられ

る[12]． 

 

Table 2 アシュアランスケースによる効果 

ID 効果 

1 主張するサービス水準を保証するための証跡の提供 

2 システム異常の検出と修正の早期化 

3 開発・運用プロセスと生産物のリスクに対する客観的な管理の推進 

4 システムのディペンダビリティに対する影響評価の早期化 

5 システムの要求適合性に対する，客観的な証跡に基づく確認・保証プロセスの提供 

6 システム開発・運用プロセスを統合的に確認できるモデルを提供することによるプロ

セス改善 

 

また，アシュアランスケースを使用することにより，“システムの保証に関する議論に対す

るステークホルダ間の合意形成”，“システムの保証についての説明責任の明確化”等の効

果も期待できる． 

アシュアランスケースは，主にイギリスなど欧米において導入されてきた．欧米では，高

い保証が求められるシステムを開発・運用する際に，アシュアランスケースを認証機関に

提出することが義務付けられるほどに普及している．日本においても，サービスやシステ

ムの保証に対するアシュアランスケースの使用が，徐々に広まりつつある．[103]では，ア

シュアランスケースの記法の 1 つである D-Case を使った実証研究が実施されている．ここ

には，日本における D-Case を使ったシステム保証の事例も多数掲載されている． 

アシュアランスケースの保証対象は，システムのセーフティ（安全性），ディペンダビリテ

ィ，セキュリティ等である．保証する対象により，アシュアランスケースはアシュアラン

スケースという名称とは異なる名称で呼ばれることがある．例えば，安全性を保証するた

めのアシュアランスケースは，セーフティケースと呼ばれることがある．また，ディペン

ダビリティを保証するためのアシュアランスケースは，ディペンダビリティケースと呼ば

れることがある．アシュアランスケースは，これらの名称に付けられた，一般的な名称で

あると考えることができる[10]．本稿では，これらをまとめてアシュアランスケースと呼ぶ． 

アシュアランスケースの記述方法としては，ゴールグラフ（ゴールモデル）が使用される

ことが多い[11]．ゴールグラフとは，対象の目的・目標をゴールとして定義し，上位のゴー

ルから下位のゴールに向けて段階的にゴールを分解して記述することで，対象の目的・目
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標を構造的に記述するための記法である．ゴール指向要求工学の分野では，システム開発

の上流工程において，システムの要求分析を実施するためにゴールグラフが使用される[82]．

アシュアランスケースでは，サービスやシステムのディペンダビリティや安全性を保証す

ることを目的としてゴールが記述される．一般的なゴールグラフにはないアシュアランス

ケースの特徴として，ゴールを分解する際の議論を，戦略としてアシュアランスケースに

記述する点が挙げられる．すなわち，アシュアランスケースには，サービスやシステムの

保証に関して実施される議論が，ゴールと共に記述される．また，アシュアランスケース

には，アシュアランスケース内で示されたゴールの保証を具体的に示す証拠が記述される

という特徴もある． 

アシュアランスケースの適用事例としては，次のようなものが存在する．[83]では，医療機

器に関するアシュアランスケースの適用事例が示されている．[84]では，無人飛行機の制御

に関するアシュアランスケースの適用事例が示されている．[85]では，教育のための知識管

理システムに関するアシュアランスケースの適用事例が示されている．[86]では，ヘリコプ

ターの飛行管理システムに関するアシュアランスケースの適用事例が示されている．[87]

では，UK におけるアシュアランスケースの適用について述べられている．また，[88]では，

アシュアランスケースの有効性についてシステムダイナミクスを使って評価する試みが実

施されている．このように，様々な分野においてアシュアランスケースの適用が進んでお

り，それらに関する報告が行われている．また，アシュアランスケースを適用するための

研修コースも提供されている[89][90]．さらに，アシュアランスケースに関する研究につい

て，[91]ではアシュアランスケースをベースとしたシステムディペンダビリティの保証のた

めの研究フレームワークが提案されている． 

 

2.2. Goal Structuring Notation (GSN) 

Goal Structuring Notation（GSN）[17][32][33]は，Tim Kelly によって提案されたアシュ

アランスケースの作成手法である．現在では，GSN COMMUNITY STANDARD VERSION 

1[16]として広く知られている．もともと GSN は，システムの安全性を保証するためのア

シュアランスケースであるセーフティケースの記法として提案された．その後，システム

が保証するべきとされる対象属性の範囲が広がるのに伴い，GSN が対象とする属性も拡張

された．現在では，ディペンダビリティも保証対象としている[15]．GSN では，システム

のディペンダビリティや安全性に関する議論が，議論の要素とそれら要素間の関係で示さ

れる構造的なグラフとして記述される．議論の要素として，“Goal”，“Strategy”，“Solution”，

“Context”，“Assumption”，“Justification”の 6 つが，定義されている[16]．GSN では，

システムのディペンダビリティや安全性に関する Goal を定義し，定義された Goal を下位

の Goal に分解することにより議論を進める．下位の Goal に分解する際，Goal を分解する

ための議論分解の戦略を Strategy として定義する．また，最終的に議論は Solution により

保証される必要がある．すなわち，GSN の最下層の Goal は Solution により保証される． 
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2.2.1. GSNの構成要素 

GSN では，システムの保証に関する議論を，6 つの種類の要素を使用して記述する．下記

に GSN において使用される 6 つの種類の要素について述べる． 

 

 Goal 

Goal は，システムを保証するために達成する必要がある目的・目標を示す要素である．

システムのディペンダビリティや安全性を保証するための目的や目標が，Goal として

記述される． 

 

 Strategy 

Strategy は，Goal を下位の Goal に分解する際，実施する議論（議論分解の戦略）を

示す要素である．Strategy により，Goal がどのような議論を経て下位の Goal に分解

されたのかを，明示的に示すことができる． 

 

 Solution 

Solution は，上位の Goal が達成されることを保証する証拠を示す要素である．通常

GSN の最下層の Goal を保証するために Solution が使用される．Goal を保証するため

の証拠は，具体的に示される必要がある．すなわち，Solution は現実世界に存在する

証拠と関連付けられるかたちで記述される必要がある．尚，Solution は Evidence とも

呼ばれる． 

 

 Context 

Context は，Goal あるいは Strategy の背景情報を示す要素である．Goal や Strategy

に記述される事項に対する詳細な説明等が，Context として記述される． 

 

 Justification 

Justification は，Goal あるいは Strategy に関して，根拠のある背景情報を示す要素で

ある． 

 

 Assumption 

Assumption は，Goal あるいは Strategy に関して，確証はないが背景として存在する

情報を示す要素である． 

 

尚，Justification および Assumption は，Context のサブクラスであると考えることが

できる． 
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GSN のアシュアランスケースは，グラフィカルな記法を使って記述される．GSN において，

要素を記述するための記法を Figure 2 に示す．GSN において，これらの記法が使用される

際は，それぞれの図形の中にそれら要素の具体的な内容が記述される．例えば，GSN の

Goal には，Goal を示す記法である四角形の中に，Goal の具体的な内容が記述される． 

 

 

Figure 2 GSN において要素を記述するための記法 

 

2.2.2. 議論の未完了箇所 

GSN を使用したシステムのディペンダビリティの保証に関する議論は，上位の Goal を，

下位の Goal に分解することで実施される．さらに，全ての最下層の Goal が，Solution に

よって保証されることで，GSN における議論が完了する．GSN では，システムの保証に関

する議論を実施する際，Goal や Strategy が下位の Goal や Strategy に分解されていない，

もしくは Solution によって保証されていないことを明示的にすることで，議論が未完了で

あることを示すことができる．Figure 3 に議論が未完了であることを表す記法を示す．こ

の記法では，Goal あるいは Strategy に菱型の図形を付与することで，それらが下位の Goal

や Strategy に分解されていない，あるいは Solution により保証されていないことが示され
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る．Figure 3 では，議論が完了していない Goal の例を示している．この記号を含む GSN

は，システムの保証に関する議論が完了していない．従って，引き続き対象システムの保

証に関する議論を実施する必要がある． 

 

 

Figure 3 GSN において議論が完了していない Goal の記法 

 

2.2.3. GSNにおける要素間の関係 

GSN には，要素間の関係として，“supported by”，“in context of”の 2 つの種類の関係が

定義されている．これら 2 つの種類の関係について以下に述べる． 

 

 supported by 

supported by 関係は，上位の Goal，Strategy が下位の Goal，Strategy，Solution に

保証される関係を示す． 

 

 in context of 

in context of 関係は，Goal 及び Strategy と Context，Justification，Assumption の

関係を示す．Goal 及び Strategy の背景情報が Context 等により示される場合，この

関係が使用される． 

 

GSN におけるアシュアランスケースは，グラフィカルな記法を使って記述される．これら

の関係を記述するための記法を Figure 4 に示す．図の中で，点線で囲んだ要素は複数の種

類の要素が対応することを示している．また，in context of 関係については，Context と

Goal あるいは Strategy の関係として示している． 

 

 

Figure 4 GSN において関係を記述するための記法 
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2.3. Claims, Arguments and Evidence (CAE) 

Claims, Arguments and Evidence（CAE）は，UK に拠点を置く Adelard 社により提案さ

れたアシュアランスケースの作成手法である[19]．CAE では，システムのディペンダビリ

ティや安全性に関する議論が，議論の要素とそれら要素間の関係で示される構造的なグラ

フとして記述される．議論の要素として，“Claim”，“Argument”，“Evidence”の 3 つの

種類の要素が使用される．CAE では，ディペンダビリティや安全性の保証に関して記述さ

れた Claim（要求）に対して，その Claim をどのように保証するかを議論する．その議論

の内容については，Argument で示される．また，議論の結果生じる Claim（新規に生じ

た達成すべき要求）が，下位の Claim として記述される．最下層に記述された Claim は

Evidence によって保証される． 

 

2.3.1. CAEの構成要素 

CAE では，システムの保証に関する議論が，3 つの種類の要素を使って記述される．下記

に CAE で定義されている 3 つの種類の要素について述べる． 

 

 Claim 

Claim は，CAE が対象とするサービスやシステムが達成すべきディペンダビリティや

安全性の保証に関する目的・目標を，示す要素である．Claim は，True あるいは False

で評価できるものでなければならない． 

 

 Argument 

Argument は，上位の Claim を保証するために実施した議論の内容について，示す要

素である．  

 

 Evidence 

Evidence は，最下層の Claim を保証するための証拠を示す要素である．Evidence は，

具体的に示す必要がある．従って，Evidence は現実世界に存在する証拠と紐付くかた

ちで記述される． 

 

CAE において，アシュアランスケースはグラフィカルな記法を使って記述される．CAE の

要素を記述するための記法を Figure 5 に示す．CAE の中でこれらの記法が使用される際に

は，それぞれの図形の中にそれら要素の具体的な内容が記述される．例えば，CAE の中の

Claim には，Claim を示す記法である楕円形の中に Claim の具体的な内容が記述される． 
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Figure 5 CAE において要素を記述するための記法 

 

2.3.2. CAEにおける要素間の関係 

CAE には，要素間の関係として，“supports”，“is a subclaim of”，“is evidence for”の 3

つの種類の関係が定義されている．これら 3 つの種類の関係について以下に述べる． 

 

 supports 

supports 関係は，Argument が Claim を保証する関係である．この関係の下位にある

Argument には，上位の Claim を達成するために実施する議論の内容が記述される．

すなわち，上位の Claim は，下位の Argument に記述されている議論により保証され

る．  

 

 is a subclaim of 

is a subclaim of 関係は，下位の Claim（subclaim）が上位の Argument に記述されて

いる議論の結果生じた Claim であることを示す関係である．  

 

 is evidence for 

is evidence for 関係は，下位の Evidence が，上位の Claim を保証する関係である．下

位の Evidence として，上位の Claim を保証するための具体的な証拠が記述される． 

 

CAE における各要素間の関係は，関係の名称がラベルとして付与された矢印によって示さ

れる． 

 

2.4. Modular GSN 

アシュアランスケースが対象とするシステムが複雑になると，システムのディペンダビリ

ティの保証に必要な議論の量が増加する．そのため，アシュアランスケースに含まれる要
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素の数が増加する．その結果，アシュアランスケース自体が大きくなり，1 つのアシュアラ

ンスケースとして作成・管理することが難しくなる．この問題への対策として，アシュア

ランスケースを分割して作成・管理することが考えられる．アシュアランスケースの分割

に関する研究として，アシュアランスケースの Module 化に関する研究が進められている．

アシュアランスケースを Module 化することにより，大規模なアシュアランスケースを分割

して扱うことができるという利点がある．また，その他の利点として，アシュアランスケ

ースの参照性の向上，アシュアランスケースの再利用性の向上が期待できる． 

[20][21][22][115]では，GSN を拡張して Module を使用することができるようにした，

Modular GSN に関する研究が実施されている． 

 

2.4.1. Moduler GSNの構成要素 

Modular GSN は，GSN を拡張して定義されたアシュアランスケースの記法である．

Modular GSN では，GSN において定義されている要素に加え，Module を記述するために

次の 3 種類の新規要素が定義されている． 

 

 Module 

Module は，GSN の Module を示す要素である．この要素を使用して，複数の要素か

ら構成される GSN の任意の部分を Module として示すことができる． 

 

 Away goal，Away context，Away solution 

Away goal，Away context，Away solution は，他の Module 内に記述されている要素

に対するリファレンスを示す要素である．この要素を使用して，異なる Module に存在

する要素間の参照関係を示すことができる．例えば Away goal は，他の Module に記

述されている Goal を参照するための要素である． 

 

 Contract Module 

Contract Moduleは，Module間の関係を示す要素である．Contract Moduleは，Module

の 1 種である． 

 

Modular GSN において新規に定義された要素も，グラフィカルな記法を使って記述される． 

Figure 6 に，Modular GSN において新規に定義された要素の記法を示す．ここでは，他の

要素を参照する要素の例として，他の Goal を参照する Away goal を示している．Away goal

は，Goal を示す長方形を 2 つの部分に区切った図で示される．2 つに区切られた図の中で

下部には，参照先の Goal が存在する Module 名が記載される． 
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Figure 6 Modular GSN において追加定義された要素の記法 

 

2.5. D-Case 

D-Case[23][24]は，GSN を拡張したアシュアランスケースを作成するための手法である．

D-Case では，GSN で定義されている既存の要素に加え，新規の要素としてモニタリング

ノードが定義されている．モニタリングノードとは，サービスやシステムに関するデータ

をリアルタイムに取得し，D-Case における議論を保証するための証拠とすることを示す要

素である．従って，モニタリングノードは，Evidence あるいは Solution のサブクラスであ

ると考えることができる．モニタリングノードを使用することで，D-Case における議論が

保証されていることをリアルタイムに示すことができる． 

 

2.5.1. D-Case Editor 

D-Case Editor[25][26][27]は，DEOS プロジェクト[28]において，D-Case[23]を作成する

ために開発されたツールである． DEOS プロジェクトとは，科学技術振興機構（JST）の

戦略的基礎研究事業（CREST）として文部科学省が設定した研究領域の一つである．D-Case 

Editor は，統合開発環境である Eclipse[29]のプラグインとして開発されている．Figure 7

に D-Case Editor のスクリーンショットを示す．D-Case Editor は，D-Case の作成用に開

発されたツールであるが，GSN に代表される典型的なアシュアランスケースの作成に使用

することが可能である．D-Case Editor を使用することで，アシュアランスケースを直感的

な操作で記述することができる．D-Case Editor には，アシュアランスケースの Module を

記述するための機能も実装されている[30]． 

本研究では後の章で，アシュアランスケースの 1 種である d* framework の記述に D-Case 

Editor を使用する．d* framework では，対象システムの構成要素を示す要素として Actor

が定義されている．本研究では，Actor の記述に，D-Case Editor の Module を記述するた
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めの機能を使用する．  

 

 

Figure 7 D-Case Editor のスクリーンショット 

 

2.6. アシュアランスケースのパターン 

アシュアランスケースを用いてシステムのディペンダビリティの保証に関する議論につい

て記述する際，アシュアランスケース内の複数個所に，似たような議論構造が現れること

がある．このような構造を，アシュアランスケースのパターンとして定義する研究が実施

されている[31]．[17][18]では，アシュアランスケースのパターンを記述することを目的と

して，GSN にいくつかの記法が追加されている．追加された記法を使用して，典型的な議

論のパターンを定義することができる．[17]には，上記記法を使った複数のパターンの例が

示されている．[34][35]では，実際に幾つかのパターンが定義されている．これらのパター

ンは，アシュアランスケースを作成する際に使用することができる．[113]では，アシュア

ランスケースの 1 種である d* framework を対象として，d* framework の責任関係パター

ンに関する研究が実施されている． 

アシュアランスケースを使った議論では，対象システムのディペンダビリティを保証する

ための要求を示す Goal を，下位の Goal に分解することで議論を進める．この際に使用で

きる議論分解のパターンも提案されている．これらのパターンを使用することで，アシュ

アランスケースを使った議論を実施する際，パターンを使用したGoalの分解が可能となる．

[36]では，議論分解のパターンとして，Table 3 に示す 7 つのパターンが提案されている． 
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Table 3 [36]で提案されている議論分解のパターン 

パターン名 説明 

architecture コンポーネントに対する議論を，幾つかのサブコンポーネントに対す

る議論に分解するパターン． 

functional コンポーネントに対する議論を，幾つかのサブ機能に対する議論に分

解するパターン． 

set of attributes 議論の対象が持つ属性を使い，それら属性毎の議論に分解するパター

ン． 

infinite set 典型的な事例を使って帰納的に分類を作り，その分類に従って議論を

分解するパターン． 

complete 考えられるリスクや要求等の全ての集合を定義し，その集合に含まれ

る要素に従って議論を分解するパターン． 

monotonic 古いシステムから新しいシステムへの改良点に着目し，古い部分と新

しい部分に議論を分解するパターン． 

concretion 形式的ではないが曖昧性の少ない記述を使って分解するパターン． 

 

[37][38]では，これらのパターンを使用したアシュアランスケースの作成が実施されている．

また，これら議論分解のパターンが，アシュアランスケースの作成に有用であることが示

されている． 

定義されたパターンを適切に使用するためには，パターンの使用者が，予め定義されたパ

ターンに関する知識を有している必要がある．パターンの数が増えてくると，全てのパタ

ーンを把握することが難しくなる．そのため，用途に適合するパターンを検索し，使用す

ることが困難になってくることが予想される．今後，パターンを効果的に使用できるよう

な分類方法，検索方法の研究が必要となる．また，パターンを定義する際のパターンの粒

度を適切にするための研究も必要となる． 

 

2.7. アシュアランスケースの作成手法 

アシュアランスケースを適切に作成し管理するためには，アシュアランスケースの記法が

定義されているだけでは不十分である．アシュアランスケースを作成し管理するためのプ

ロセスが，定義されている必要がある．このようなアシュアランスケースを，作成・管理

するためのプロセスの研究が，実施されている．[17][39]では，GSN の作成プロセスとし

て，Table 4 で示される 6 つのステップが定義されている． 
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Table 4 GSN の作成手順 

Step 内容 

Step1 Goal の識別 

Step2 Goal の定義 

Step3 Strategy の識別 

Step4 Strategy の定義 

Step5 Strategy による検討（新規 Goal の識別） 

Step6 Solution の識別 

 

また，これらのステップの実施順序も定義されている．定義されている実施順序を Figure 8

に示す．この作成プロセスでは，上位の Goal から Strategy を識別し，その Strategy を検

討することで，下位の Goal を識別するプロセスが示されている．検討の対象としている

Goal が，Strategy による検討の継続より，直接 Solution により保証される方が良いと判

断された場合は，Step 6 に進み Soution が識別される．一般的なアシュアランスケースの

作成プロセスは、Figure 8 に示されるような手順で実施されるものであると考えることが

できる．一般的に，アシュアランスケースは，上位の Goal を記述し、記述された上位の

Goal を分解して下位の Goal を記述していくことで作成される． 

 

 

Figure 8 GSN の作成手順 

 

アシュアランスケースの作成・管理にまたがるプロセスに関する研究も実施されている．

[28][40]では，アシュアランスケースの一種である D-Case を使ったシステムのライフサイ

クルが，DEOSプロセスとして定義されている．DEOSプロセスを簡略化したものを Figure 

9 に示す．DEOS プロセスには，“変化対応サイクル”と“障害対応サイクル”の 2 つのサ
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イクルが定義されている．“変化対応サイクル”とは，システムの目的変化・環境変化に対

して実施されるシステム変更のサイクルである．“障害対応サイクル”とは，システムの（障

害）予兆検知・障害発生に対して実施される障害対応のサイクルである．障害対応の結果，

システム変更が必要となる場合がある．そのような場合は，“障害対応サイクル”から“変

化対応サイクル”に処理が引き継がれる．DEOS プロセスの中で，D-Case はシステムの保

証に関する合意記述データベースとして作成される．さらに，DEOS プロセスの中で定義

されている各タスクから参照・変更される．すなわち，DEOS プロセスでは，システムの

保証に関する議論が D-Case によって管理される．The Open Group では，DEOS プロセス

を組み込んだ O-DA フレームワークが定義されている[41]． 

 

 

Figure 9 DEOS プロセス 

 

その他のアシュアランスケースの作成に関する研究として，次のようなものがある．[42]

では，D-Case の構築法が提案され，提案された構築法の評価が実施されている．[43][44][45]

では，アシュアランスケースの中で使用する用語に関する研究が実施されている．[46]では，

アシュアランスケースの作成とシステム開発を同時に進める手法である Assurance Based 

Development（ABD）が提案されている．[47]では，論理式からアシュアランスケースを

作成する手法が提案されている．[48]では，アシュアランスケースの記述内容について，整

合性検査を行う研究が実施されている．[49]では，アシュアランスケースに変数を導入し，

その変数の型チェックを行うことにより，アシュアランスケースの確認を行う手法が提案
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されている．[50]では，アシュアランスケースの整合性検査を実施するためのツールが開発

されている．[51]では，アシュアランスケースを使用した，情報システムの運用手順の確認

手法が提案されている．[52]では，アシュアランスケースに記述される Context の推定手法

が提案されている．[53][54]では，エンタープライズ・アーキテクチャの開発プロセスに対

するアシュアランスケースの作成手法が提案されている．[55]では，大きなサイズのアシュ

アランスケースを作成するための記述方法が提案されている．[56]では，シナリオを用いて，

ソフトウェアの設計時に，ディペンダビリティ要求を満たすような代替案を選択する手法

が提案されている．[57]では，コンテクストモデル，フィーチャーモデル，構造モデル，ユ

ースケースモデル，振舞いモデル，故障管理振舞いモデルに基づいて，アシュアランスケ

ースを作成する手法が提案されている．[58]では，医療分野におけるアシュアランスケース

のレビュー手法が提案されている．[59]では，アシュアランスケースを使用したサービスの

提供判断方法が提案されている．[60]では，表形式にしたアシュアランスケースのレビュー

手法が提案されている． 

ソフトウェア工学における他の分析手法と組み合わせたアシュアランスケースの作成手法

についても研究されている．[61]では，ユースケース分析に基づくアシュアランスケースの

作成手法が提案されている．[62]では，形式手法による検証範囲を，アーキテクチャに基づ

いて明確化するアシュアランスケースが提案されている．[63][64]では，ディペンダビリテ

ィに関する要求を抽出するのに，偏差分析を利用する手法が提案されている． 

このように，アシュアランスケースの作成手法に関する研究が，数多く実施されるように

なってきている． 

 

2.8. アシュアランスケースにおける議論の保証 

保証に関する具体的な証拠をベースとして，システムを保証することができる [65]．アシ

ュアランスケースにおける議論は，この考え方に基づいて保証される．アシュアランスケ

ースを使った議論では，システムのディペンダビリティや安全性がどのように保証されて

いるのかを，明示的に示す必要がある．すなわち，アシュアランスケースを使って実施し

た議論を保証するための証拠が，アシュアランスケースの中で具体的に示される必要があ

る．アシュアランスケースの作成手法には，実施される議論が保証されていることを具体

的に示すために，保証のための証拠を示す要素が定義されている．すなわち，GSN では

Solution，CAE では Evidence が定義されている．アシュアランスケースで使用される，議

論を保証するための具体的な証拠の例を Table 5 に示す． 
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Table 5 アシュアランスケースで使用される具体的な証拠の例 

項番 証拠 

1 契約書，約款等 

2 サービスやシステムの設計書 

3 サービスやシステムの試験結果 

 

ソフトウェア工学の手法を使用した分析結果を，アシュアランスケースの証拠として使用

することも考えられる．代表的なものでは，システムの故障や障害を分析する手法である

FTA，FMEA，HAZOP[66][67]の結果が，アシュアランスケースの証拠として使用できる．

FTA とアシュアランスケースは，似たようなグラフ構造を持っている．しかし，2 つの手

法には違いがある．アシュアランスケースが，システムの保証に関する議論を構造化した

ものであるのに対し，FTA はシステムの故障につながる要因を構造化し，故障発生率を分

析したものである．アシュアランスケースにおいて，FTA による分析結果をシステムの故

障発生率を分析した証拠として使用することができる．アシュアランスケースの証拠に関

する研究は他にも存在する．[68]では，欠陥モデルの結果をアシュアランスケースの証拠と

して活用することが提案されている．[69]では，ソースコードの解析結果をアシュアランス

ケ ー ス の 証 拠 と し て 活 用 す る こ と が 提 案 さ れ て い る ． ま た ， 形 式 手 法

[70][71][72][73][74][75][76][77][78][79][80]を使ってシステムを検証した結果も，アシュア

ランスケースの証拠として活用することができる． 

上記の技術は，システムの保証を目的として開発された技術である．システムを保証する

手段として上記のような様々な技術を使用する際，アシュアランスケースは，システム全

体の保証に関する議論をどのように進め，どのような技術によりその保証を行うのかを構

造的に記述する手法であるということができる． 

アシュアランスケースにおいて実施される議論を保証する証拠として，静的な証拠だけで

はなく動的な証拠を活用する技術についても提案されている．D-Case では，Solution のサ

ブクラスとしてモニタリングノードが提案されている．モニタリングノードは，システム

の状態を逐次モニタリングし，その状態を示す要素である．モニタリングノードを使用す

ることで，システムの状態を逐次モニタリングし，その状態が正常であることをアシュア

ランスケースの議論を保証する証拠として活用することができる．すなわち，モニタリン

グノードを使用することで，議論を動的に保証することが可能となる． 

 

2.9. i* framework 

本研究において提案する d* framework は，要求工学における要求分析の手法として提案さ

れている i* framework[101][102]を参考にして開発された．そこで，この節では，i* 

framework と d* framework の差異について述べる． 

i* framework は，システム開発の要求定義工程において，Actor 間の Intention（意図）に
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着目してサービスやシステムの要求分析を実施する手法である．i* framework には，

Strategic Dependency（SD）モデルと Strategic Rationale（SR）モデルの 2 つのタイプ

のモデルが存在する．SD モデルは，Actor 間に存在する Intention にフォーカスを当てた

モデルである．SR モデルは，より詳細な情報を示すために Actor 内の要求分析結果まで含

めたモデルである． 

一方，d* framework は，システム開発の全工程において，Actor 間の dependency（依存）

に着目して，サービスやシステムのディペンダビリティの保証に関する議論を記述するた

めの手法である．d* framework にも“Actor 間の責任関係に関する議論を記述するモデル”

と，“Actor がディペンダブルであることを示すために記述するモデル”の 2 つのタイプの

モデルが存在する． 

2 つの手法の差異を，目的，使用工程，記述内容，モデルの要素の観点で整理した表を Table 

6 に示す．i* framework と d* framework では，使用できるモデルの要素に違いがある．i* 

framework のみに存在するモデルの要素に Task と Resource がある．Task を使用するこ

とにより，2 つの Actor 間における，一方の Actor が他方の Actor のために実施するタスク

と，Actor 内に記述された Goal を達成するための手段を記述することができる．また，

Resource を使用することにより，2 つの Actor 間でやりとりされる情報等を記述すること

ができる．i* framework では，Goal と Soft Goal が区別されている．このように i* 

framework で使用される要素は，要求分析を詳細に実施するのに必要となる要素である．

一方，d* framework のみに存在するモデルの要素に，Strategy，Context，Evidence があ

る．3 章で示すように，これらの要素は，システムの保証に関する議論を記述するために使

用される要素である．このように i* framework と d* framework は，目的，使用工程，記

述内容，モデルの要素のいずれの観点からも異なる手法として位置付けられる． 
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Table 6 i* framework と d* framework の比較 

 i* framework d* framework 

目的 システムの要求分析 システムのディペンダビリティ

の保証 

使用工程 要件定義工程 全工程 

記述内容（Actor 間） Actor 間の Intention（意図）に

着目したシステムの要求分析結

果 

Actor 間の dependency（依存）

に着目したシステムのディペン

ダビリティの保証に関する議論

結果 

記述内容（Actor 内） 各 Actor に着目したシステムの

要求分析結果 

各 Actor に着目したシステムの

ディペンダビリティの保証に関

する議論結果 

モデルの要素 Actor，Goal，Task，Resource，

Soft-Goal 

Actor ， Goal ， Strategy ，

Context，Evidence 
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3. d* frameworkの提案 

本章では，本研究において実施する d* framework の提案について述べる[106][109][114]．

この研究は，“複数のシステムや複数のコンポーネントから構成されるシステムの保証が考

慮されていない”という既存のアシュアランスケースの欠陥に対応する研究である． 

 

3.1. はじめに 

近年，社会的に重要なインフラに，IT 技術を使用したサービスやシステムが増加してきて

いる．現状では，IT 技術を全く使用していないサービスやシステムの方が少ないと言える．

このような状況においては，IT 技術を使用したシステムの障害が，多大な損失を引き起こ

す．そのため，どのようにしてシステムを保証していくのかが，重要な課題となってきて

いる．また，近年のサービスやシステムが持つ特徴として，複数のシステム，サブシステ

ム，コンポーネント，組織等が，複雑に連携することで構成されている点が挙げられる．

このような状況が，サービスやシステムの保証を，より難しいものにしていると考えられ

る．これらの状況を鑑みて，複数の構成要素からなるサービスやシステムの保証に関する

議論を体系的に記述するために d* framework が開発された．d* framework とは，Actor

の概念が導入されたアシュアランスケースの作成手法である．また，d* framework を用い

て作成されたアシュアランスケース自体は，d* framework と呼ばれる． 

d* framework には，複雑に連携するシステムの保証に関する議論を記述するため，従来の

アシュアランスケースに対する新規の要素として Actor が定義されている．d* framework

では，d* framework が対象とするサービスやシステムを構成する要素が Actor として記述

される．すなわち，サービスを構成するシステムやシステムを構成するサブシステム，コ

ンポーネント，組織等が Actor として記述される．Actor の導入により，複数のシステム，

サブシステム，コンポーネント，組織等が複雑に連携する状況において，それらを Actor

として d* framework 内に記述することができる．従って，複数の構成要素から成るサービ

スやシステムの保証に関する議論を体系的に実施するのに，d* framework は適していると

言える．d* framework は，GSN[17][32]を拡張する形で定義されている．d* framework

は，GSN に Actor の概念を導入して拡張された手法である．Actor の概念を導入により，

d* framework と GSN には明確な差異が存在する[111]． 

本章では，本研究において提案する d* framework について述べる． 

 

3.2. d* frameworkの構成要素 

d* framework は，GSN を拡張するかたちで定義されている．すなわち，GSN で定義され

ている要素は，d* framework においても，そのまま使用される．d* framework では，GSN

で定義されている要素に加えて，新規の要素として Actor が定義されている．Actor は対象

システムの構成要素を示す要素として使用される．下記に d* framework において使用され

る 5 つの種類の要素について述べる．尚，GSN で定義されている Justification と
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Assumption は，Context のサブクラスであると考えることができるので，d* framework

では Context のみを使用することとし，定義していない． 

 

 Actor 

Actor は，d* framework が対象とするサービスやシステムの構成要素を示す要素であ

る．すなわち，対象とするサービスを構成するシステム，システムに含まれるサブシ

ステムやコンポーネント，ユーザ，サービス提供者，システム開発者等が，Actor とし

て定義される．Actor は，d* framework において，新規に導入された要素である．d* 

framework では，Actor 間の依存関係を保証するための議論と Actor 自体がディペン

ダブルであることを保証するための議論を分けて記述することができる． 

 

 Goal 

Goal は，システムを保証するために達成する必要がある目的・目標を示す要素である．

システムのディペンダビリティや安全性を保証するための目的や目標が，Goal として

記述される． 

この要素は，GSN でも定義されている． 

 

 Strategy 

Strategy は，Goal を下位の Goal に分解する際，実施する議論（議論分解の戦略）を

示す要素である．Strategy により，Goal がどのような議論を経て下位の Goal に分解

されたのかを，明示的に示すことができる． 

この要素は，GSN でも定義されている． 

 

 Evidence 

Evidence は，上位の Goal が達成されることを保証する証拠を示す要素である．通常

d* framework の最下層の Goal を保証するために Evidence が使用される．Goal を保

証するための証拠は，具体的に示される必要がある．すなわち，Evidence は現実世界

に存在する証拠と関連付けられるかたちで記述される必要がある． 

この要素は，GSN でも定義されている．GSN では，Solution という名称で定義され

ているが，d* framework では Evidence という名称で定義する． 

 

 Context 

Context は，Goal あるいは Strategy の背景情報を示す要素である．Goal や Strategy

に記述される事項に対する詳細な説明等が，Context として記述される． 

この要素は，GSN でも定義されている． 
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d* framework は，グラフィカルな記法を使用して記述される．d* framework の要素を記

述するための記法を Figure 10 に示す．d* framework において，これらの記法が使用され

る際は，それぞれの図形の中にそれら要素の具体的な内容が記述される．例えば，d* 

framework の中の Goal には，Goal を示す記法である四角形の中に，Goal の具体的な内容

が記述される．尚，ここで示している記法は，D-Case Editor を使用して d* framework を

記述する際のものである．D-Case Editor とは，アシュアランスケースの一種である D-Case

を作成するために開発されたツールである．しかし，d* framework の作成にも使用するこ

とが可能である．D-Case Editor を使用して d* framework を作成する場合，Actor の記述

に，D-Case Editor のモジュールを記述するための記法を使用する． 

 

 

Figure 10 d* framework の要素を記述するための記法（D-Case Editor を使用する場合） 

 

3.3. d* frameworkにおける要素間の関係 

d* framework には，要素間の関係として，“supported by”，“in context of”，“depend on”，

“belong to”の 4 つの種類の関係が定義されている．これら 4 つの種類の関係について，

以下に述べる． 

 

 supported by 

supported by 関係は，上位の Goal，Strategy が下位の Goal，Strategy，Solution に

保証される関係を示す． 
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この関係は，GSN でも定義されている． 

 

 in context of 

in context of 関係は，Goal 及び Strategy と Context の関係を示す．Goal 及び Strategy

の背景情報が Context により示される場合，この関係が使用される． 

この関係は，GSN でも定義されている． 

 

 depend on 

depend on 関係は，Actor が他の Actor に依存する関係を示す．depend on 関係には，

依存元の Actor から依存先の Actor に対する要求が，Goal として記述される．記述さ

れる Goal は，サービスやシステムのディペンダビリティを保証する上で達成する必要

があり，d* framework における議論対象となる． 

この関係は，d* framework により新規に導入された関係である． 

 

 belong to 

belong to 関係は，d* framework 内に記述されている要素（Goal，Strategy，Context，

Evidence）が，特定の Actor または depend on 関係に関する議論の要素であることを

示す．Actor に関する議論要素である場合，Actor 自体がディペンダブルであることを

保証するための議論を構成する要素が，その Actor に関する議論であることを示す関

係となる．また，depend on 関係に関する議論要素である場合，depend on 関係がディ

ペンダブルであることを保証するための議論を構成する要素が，その depend on 関係

に関する議論であることを示す関係となる． 

この関係は，d* framework により新規に導入された関係である． 

 

d* framework は，グラフィカルな記法を使用して記述される．d* framework において関

係を記述するための記法を Figure 11 に示す．Figure 11 に示した図の中で，角の無い点線

の四角形で示された要素は，複数の種類の要素が該当することを示している．尚，任意の

Actor と belong to 関係にある d* framework の要素は，該当する Actor の d* framework

内に記述される．そのため，この関係を記述するための記法は，用意されていない． 
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Figure 11 d* framework において要素間の関係を記述するための記法 

 

3.4. d* frameworkのメタモデル 

d* framework において定義されている要素と，それら要素間の関係を明確に示すために，

d* framework のメタモデルが定義されている．Figure 12 に，d* framework のメタモデル

を示す．このメタモデルでは，Goal，Strategy，Evidence，Context のスーパークラスと

して ArgumentElement が定義されている．すなわち，ArgumentElement とは，システ

ムのディペンダビリティを保証するために実施される議論を，記述するために使用される

要素である．ArgumentElement と，Actor の間には，belong to 関係が存在する．これは，

それぞれの ArgumentElement が特定の Actor に属する関係を，定義可能であることを示

している．さらに，ArgumentElement と，他の ArgumentElement の間には，Supported 

by 関係と In context of 関係が定義されている．これは，GSN においても定義されている，

システムの保証に関する議論を記述するための各要素間の関係である．depend on 関係は，

2 つの Actor 間の関係として定義されている．depend on 関係は，Actor 間にディペンダビ

リティの保証に関する依存関係があることを示す関係である．Actor は，ここで定義される

依存関係の依存元にも依存先にもなり得る．depend on 関係における依存の目的は Goal と

して定義され，そのGoalもサービスやシステムを保証する上での議論対象となる．従って，

ArgumentElement には， depend on 関係に属する関係が存在する．すなわち

ArgumentElement と，depend on 関係の間にも belong to 関係が存在する．尚，メタモデ

ルにおいて depend on 関係は，他の要素と関係を持つ特別な関係として定義されている． 
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Figure 12 d* framework のメタモデル 

 

3.5. d* frameworkの種類 

d* framework を使用して実施される，システムのディペンダビリティの保証に関する議論

には，Actor 間の依存関係の保証に関する議論と，Actor 自体がディペンダブルであること

を示す議論の 2 つの種類の議論が存在する．これら 2 つの種類の議論は，異なる種類の d* 

framework を使用して記述される．すなわち，d* framework には，下記の 2 種類が存在す

る． 

 

1. Actorが他のActorに対して責任を遂行することを示すd* framework．すなわち，Actor

間の依存関係を示す d* framework． 

 

2. Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework 

 

“2．Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework”は，“1．Actor が他の

Actor に対して責任を遂行することを示す d* framework”において記述されている，個々

の Actor に対して作成される．そのため，対象とするサービスやシステムに対して，基本

的に“1．Actor が他の Actor に対して責任を遂行することを示す d* framework”が 1 つ

作成されるのに対して，“2．Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework”

は複数作成される． 

 

3.6. d* frameworkの作成プロセス 

d* framework を作成するために，4 つのタスクからなる作成プロセスが定義されている．

Figure 13 に 4 つのタスクからなる d* framework の作成プロセスを示す．この作成プロセ

スは，4 つのタスクを繰り返し実行するプロセスとなっている．d* framework において議

論を構成する要素は互いに関係しているので，d* framework に対する 1 つの変更が，d* 

framework 全体に波及していく可能性がある．そのため，このような繰り返し実行するプ
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ロセスが必要となる．例えば，d* framework に Actor を追加する場合，新しい Actor と既

存の Actor の間のディペンダビリティに関する議論を実施する必要がある．その結果，他

の新規の Actor が必要になる可能性がある． 

 

 

Figure 13 d* framework の作成プロセス 

 

下記に，ここで定義する 4 つのタスクについて述べる． 

 

 Actor Elicitation 

このタスクでは，対象システムの構成要素を，d* frameworkの Actor として記述する．

d* framework 作成の初期段階では，システム構成定義書などを利用して Actor が記述

される．d* framework 作成の初期段階以外では，Inter Analysis もしくは Intra 

Analysis を実施した結果として，Actor が抽出される可能性がある． 

 

 Dependability Elicitation 

このタスクでは，Actor 間のディペンダビリティの保証に関する依存関係が識別される． 

 

 Inter Analysis 

このタスクでは，Actor 間のディペンダビリティの保証に関する議論を実施する．さら

に，実施された議論の内容を，GSN を使って記述する．実施された議論を保証するた

め，他の Actor が必要となる可能性がある．既に定義されている Actor に，その議論

を保証することのできる Actor が存在しない場合，必要に応じて Actor Elicitation を

実施し，適切な Actor を追加する必要がある． 
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 Intra Analysis 

このタスクでは，Actor 内のディペンダビリティの保証に関する議論を実施する．さら

に，実施された議論の内容を，GSN を使って実施する．議論の対象となっている Actor

が，他の Actor から依存されている場合，依存されているディペンダビリティに関す

る Goal の達成を考慮して，議論を実施する必要がある．実施された議論を保証するた

め，他の Actor が必要となる可能性がある．既に定義されている Actor に，その議論

を保証することのできる Actor が存在しない場合，必要に応じて Actor Elicitation を

実施し，適切な Actor を追加する必要がある． 

 

3.7. d* frameworkの例 

3.5 節に示した通り，d* framework には 2 つの種類が存在する．ここでは，2 つの種類の

d* framework について，それぞれ 1 つずつ例を示す．尚，これら 2 つの例は，d* framework

を説明するために示したものであり，現実のシステムに対応した例ではない． 

まず，“Actor が他の Actor に対して責任を遂行することを示す d* framework”の例を

Figure 14 に示す．この例では，“ユーザ（Actor）”が，“システム（Actor）”に依存してい

る状況が示されている．また，Actor 間の依存関係，すなわち依存の目的は“信頼のおける

サービスが提供される（Goal）”として記述されている．さらに，その Goal を保証するた

めの議論が GSN を使用して記述されている．  
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Figure 14 “Actor が他 Actor に対して責任を遂行することを示す d* framework”の例 

 

次に“Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework”の例を Figure 15 に

示す．“Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework”は，“Actor が他の

Actor に対して責任を遂行することを示す d* framework”の中に記述されている Actor に

対して作成される．この例では，Figure 14 に記述されている Actor の 1 つである“システ

ム”を対象として，“システム自体がディペンダブルであることを示す d* framework”が

示されている．“Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework”の構造は，

GSNと同様なものとなる．“Actor自体がディペンダブルであることを示すd* framework”

には，対象としている Actor が，達成すべき Goal に関する議論が記述される．そのため， 

d* framework の中に Actor が記述されることはない． 
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Figure 15 “Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework”の例 

 

3.8. まとめ 

本研究では，アシュアランスケースの作成手法である d* framework を提案した．d* 

framework とは，Actor の概念を導入したアシュアランスケースの作成手法である．Actor

の概念を導入するため，d* framework には，システムの保証に関する議論を構成する新規

の要素として，Actor が導入されている．Actor を使用することで，d* framework が対象

とするサービスやシステムの構成要素を，d* framework 内で示すことができる．従って，

d* framework を使用することで，複数のシステムや複数のコンポーネントから構成される

サービスやシステムの保証に関する議論を，容易に記述できるようになることが期待され

る． 

本章で提案した d* framework の有効性の検証は 6 章において実施する． 
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4. d* frameworkに対する責任属性の導入 

本章では，d* framework に対する責任属性の導入に関する研究について述べる[110]．この

研究は，“従来のアシュアランスケースでは，実施される議論を保証する責任主体の概念が

考慮されていない”という既存のアシュアランスケースの欠陥に対応する研究である．  

 

4.1. はじめに 

GSN や CAE で記述された従来のアシュアランスケースでは，サービスやシステムのディ

ペンダビリティを保証するための議論に対する責任の所在を，明示的に示すことができな

かった．これでは，実際に障害が起きた際，アシュアランスケースを使って責任の所在を

明確にすることができない．すなわち，アシュアランスケースを使用した障害の原因究明

を十分に実施することができないという問題があった．この問題に対処するためには，ア

シュアランスケースに記述されている，サービスやシステムのディペンダビリティの保証

に関する議論に対して，責任の所在をアシュアランスケースの中で明確にする必要がある．

この節では，そのための方法として，d* framework に対する責任属性の導入を提案する．

ここでの責任属性とは，対象の d* framework において実施されているサービスやシステム

のディペンダビリティを保証するための議論に対して，誰が責任を持つのかを示す属性で

ある．責任属性を導入することにより，実際に障害が発生した際，アシュアランスケース

を使った説明責任の明確化が可能となる． 

アシュアランスケースに対する責任属性の導入に関する研究として，[81]がある．[81]では，

D-Case[23]に対する責任属性の導入が検討されている．本章で実施する研究は，[81]で示さ

れる責任属性の導入方法を参考にしている．  

 

4.2. 責任属性の導入の概要 

作成された d* framework が実際に役に立つためには，d* framework に記述された議論が

有効なものになっている必要がある．すなわち，d* framework に記述されている議論の内

容に対する責任の所在が明確になっており，議論の内容が責任を持って遂行される必要が

ある．責任属性の導入とは，d* framework に記述されている議論の内容について，責任の

所在を明確にすることである．本研究では，d* framework において議論の内容を示す要素

（Actor，Goal，Strategy，Context，Evidence）に対して，責任を持つことが可能な任意

の人や組織を明示的に定義することにより，d* framework 内の議論に対する責任の所在を

明確化する． 

 

4.3. ソフトウェア工学の各種手法における責任属性 

従来，ソフトウェア工学の分野において，いくつかの責任属性に関係する研究が実施され

てきた．これらの研究において責任属性は，ソフトウェア工学において提案されたモデル

の中で定義されている．責任属性が定義されたモデルには，次のようなものがある．
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Lamsweerde は，ソフトウェア工学の一分野である要求工学の手法において，要求分析を

実施するためのモデルの 1 つとして，エージェントモデルを提案している[82][92]．このエ

ージェントモデルの中で，責任属性の概念が用いられている． Sommerville 等は，ソシオ

テクニカルシステムにおける要求とリスクを抽出するためのモデルとして，責任モデルを

提案している[93][94][95]．Feltus 等は，組織構造の確認と組織のポリシーに関係した問題

の発見のために使用するモデルとして，責任モデルを提案している[96][97][98]．Boness

等は，システム開発の意図を評価するためのモデルとして，責任モデルを提案している[99]．

Strens 等は，システムの要求を抽出し特定するために，責任モデルを提案している[100]．

これらのモデルについて，提案者，モデルの作成目的，モデルの主な構成要素を整理した

ものを Table 7 に示す． 

 

Table 7 従来の研究において提案されている責任属性が導入されたモデル 

提案者 作成目的 主な構成要素 

Lamsweerde システムに対する責任の所在の可視化，および

システムのスコープの定義． 

Goal, Agent, Operation, 

Object 

Sommerville ソシオテクニカルシステムの構造とディペン

ダビリティに関する調査及び診断． 

Responsibility, 

Resource, Agent 

Feltus 組織の方針に対する違反（ポリシー違反）の発

見． 

Organization, 

Responsibility, 

User (Agent), Task 

Boness システム開発の目的の評価． Goal, Actor (Agent) 

Strens システム開発の要求の特定と仕様化． Responsibility, 

Resource, Agent 

 

Table 7に示されているモデルは，それぞれ異なる目的で作成されるモデルである．しかし，

責任属性を導入しているという点では，5 つのモデルは共通している．責任属性が導入され

たこれらのモデルには，責任属性を記述するための基本的なパターンが存在する．基本的

なパターンとは，“責任を持つ主体”が“責任の対象”に対して責任を持つというパターン

である．これらのモデルでは，このパターンを記述するために，“責任を持つ主体”と“責

任の対象”の 2 つの概念が使用されている．“責任を持つ主体”の概念を示す要素としては，

Agent，User，Actor が定義されている．また，“責任の対象”の概念を示す要素としては，

Object，Resource，Responsibility，Goal 等の様々な要素が定義されている．“責任を持つ

主体”の概念は，Agent，User，Actor というように限定された要素として定義されている

が，“責任の対象”の概念は，“責任を持つ主体”が責任を持つ対象として広く定義されて

いるという特徴がある．本研究では，従来の研究における責任属性が導入されたモデルが

持つ特徴を参考にして，d* framework に責任属性を導入する． 
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4.4. d* frameworkに対する責任属性の導入方法 

d* framework とは，Actor が導入されたアシュアランスケースである．d* framework に

責任属性を導入するにあたって，ソフトウェア工学における責任属性が導入されたモデル

が持つパターンを利用する．すなわち，“責任を持つ主体”が，“責任の対象”に対して責

任を持つ関係を，d* framework の中で記述できるようにすることで，d* framework に責

任属性を導入する．ここで，“責任の対象”は，d* framework で実施されている議論その

ものとなる．すなわち，“責任の対象”は，従来の d* framework において定義されている

要素であると考えることができる．そのため，“責任の対象”を示すために新規に要素を定

義する必要はない．一方，“責任を持つ主体”は，従来の d* framework では，定義されて

いない概念である．そこで，d* framework において“責任を持つ主体”を記述する新規の

要素として Agent を定義する．d* framework では，Agent として定義できる対象を，人や

組織に限定する．これは，システムやコンポーネント等，人により構成されていない対象

は，一般的な社会の中で責任を取ることができないという点を考慮したためである．すな

わち，d* framework における Agent は，主体的に責任をとることのできる要素として定義

される．また，Agent が“責任の対象”に対して責任を持つ関係として，新規に responsible 

for 関係を定義する．d* framework に対する責任属性の導入において，新規に定義する

Agent 及び responsible for 関係の定義を以下に示す． 

 

 Agent 

Agent は，d* framework の他の要素に対して，責任を持つ人あるいは組織を示す要素

である．すなわち，d* framework が対象とするサービスやシステムのディペンダビリ

ティを保証するための議論に対して，責任を持つ人あるいは組織が Agent として定義

される． 

 

 Responsible for 

Responsible for 関係は，Agent が d* framework 内の Agent 以外の要素に対して責任

を持つ関係を示す． 

 

従来の d* framework においても，Agent に近い概念を持つ要素が，Actor として定義され

ている．Actor とは，d* framework が対象とするサービスやシステムの構成要素を示す要

素である．人，組織，機械的なシステム，IT システム，サービス等が，Actor として定義

される．d* framework に対して責任属性を導入する際，人や組織等の人が直接関係する構

成要素以外は，d* framework に記述される議論に対して責任を取ることができないという

点を考慮する必要がある．機械的なシステム，IT システム等は，それら自身では責任を取

ることができない．そのため，d* framework で既に定義されている Actor を，そのまま“責
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任を持つ主体”として定義することは出来ない．それゆえ，責任属性を導入するにあたり，

d* framework で既に定義されている Actor とは別に，“責任を持つ主体”を示す要素とし

て Agent を定義する必要がある． 

d* framework では，現実世界における同一の対象が，Agent 及び Actor として同時に記述

される可能性がある．例えば，システム開発者は，サービスの保証に関する議論に対して

責任を持つ必要があると同時にサービスの構成要素でもあると考えられるので，Agent と

Actor の両方に定義される可能性がある． 

 

4.5. 責任属性が導入された d* frameworkのメタモデル 

責任属性が導入された d* frameworkのメタモデルをFigure 16に示す．このメタモデルは，

Figure 12 に示されている d* framework のメタモデルを，責任属性の導入に伴い拡張した

ものである．メタモデルには，d* framework の要素と，それら要素間の関係が示されてい

る．ArgumentElement は，Goal，Strategy，Evidence，Context のスーパークラスとし

て定義されている．すなわち，ArgumentElement とは，d* framework においてシステム

のディペンダビリティの保証に関する議論を記述するために使用される要素である．

ArgumentElement と，Actor の間には，belong to 関係が定義されている．この関係は，

ArgumentElement が特定の Actor に属することを示している．さらに，ArgumentElement

と，他の ArgumentElement の間には supported by 関係と in context of 関係が定義されて

いる．これらの関係は，GSN でも定義されているシステムのディペンダビリティの保証に

関する議論を記述するための各要素間の関係である．depend on 関係は，2 つの Actor の間

の関係として定義されている．depend on 関係は，Actor 間にディペンダビリティの保証に

関する依存関係があることを示す関係である．Actor は，ここで定義される依存関係の依存

元にも依存先にもなり得る．depend on 関係における依存の目的は Goal として定義され，

その Goal もサービスやシステムを保証する上での議論対象となる．従って，

ArgumentElement には， depend on 関係に属する関係も存在する．すなわち

ArgumentElement と，depend on 関係の間にも belong to 関係が存在する．責任属性を導

入するために追加される要素である Agent は，Actor のサブクラスとして定義されている．

また，Agent と，Agent 以外の要素（Actor 及び ArgumentElement）の間には，responsible 

for 関係が定義されている．これは，Agent が他の要素に対して，責任を持つ関係を示して

いる． 
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Figure 16 責任属性が導入された d* framework のメタモデル 

 

4.6. 責任属性を導入するための記法 

この節では，d* framework に責任属性を導入するにあたり，新規に追加した要素（Agent）

と関係（responsible for 関係）の記法について述べる．本研究では，d* framework におけ

る責任属性の記述に，グラフィカルな記法を使用する．責任属性を導入するために使用す

る記法として，グラフィカルな記法以外の記法も考えられる．例えば，d* framework 内の

要素に記載される文章の書式を，その要素に対する責任の所在を明示的に示すことができ

るように定義することなどが考えられる．しかし，従来の d* framework では，議論の要素

や要素間の関係を記述するための記法として，グラフィカルな記法が使用されている．そ

のため，新規に定義される要素や関係についても，グラフィカルな記法を使用する方が容

易に理解できることが考えられる．そこで，本研究では，責任属性の導入に伴う要素の記

法として，グラフィカルな記法を提案する． 

新規に追加する記法を Figure 17 に示す．Agent の記法には，左右が孤を描く 2 重線の長

方形を使用する．また，Agent が Agent 以外の要素に対して責任を持つ関係を示すために

導入される responsible for 関係には，Agent が責任を持つ要素を点線で囲む記法を使用す

る． 
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Figure 17 責任属性を導入するために d* framework に導入される記法． 

 

4.7. 責任属性が導入された d* frameworkの例 

この節では，責任属性が導入された d* framework の例について述べる．これらの例は，本

研究において作成されたものである．また，作成した例によって，責任属性が導入された

d* framework が広範囲な分野に適用できるか確かめる． 

本研究では，責任属性が導入された d* framework の例として，以下の 3 つのシステムを対

象として d* framework を作成した．  

 

 例 1：エレベーターシステム 

 

 例 2：アプリケーション（AP）ダウンロードシステム 

 

 例 3：LAN デバイス管理システム 

 

例 1：エレベーターシステムの例では，“Actor 間の依存関係を示す d* framework”と“Actor

自体がディペンダブルであることを示す d* framework”の 2 つの d* framework の例が示

されている．また，他の 2 つの例では，“Actor 間の依存関係を示す d* framework”の例の

みが示されている．まず，本節における例で使用している記法について説明し，その後，

それぞれの例について説明する． 

 

4.7.1. 例において使用する d* frameworkの要素の記法 

ここでは，本節の例において使用する d* framework の要素の記法について述べる．Figure 

18 に記法を示す． 
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Figure 18 4 章で使用する d* framework の要素を記述するための記法 

 

Figure 19 に，d* framework における要素間の関係を記述するための記法を示す．  
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Figure 19 4 章で使用する d* framework の要素間の関係を記述するための記法 

 

4.7.2. 例 1：エレベーターシステム 

エレベーターシステムとは，エレベーターを運行するためのシステムである．このシステ

ムは，Rope，Door，User，Cage，Control panel，Balance weight，Rupture detection 

equipment，Shock mitigation equipment，Speed regulator，Lifting equipment の 10 個

の要素から構成されている．このエレベーターシステムに対して，以下に示す 2 つの種類

の d* framework を作成した． 

 

1. Actorが他のActorに対して責任を遂行することを示すd* framework．すなわち，Actor

間の依存関係を示す d* framework． 

 

2. Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework． 

 

まず，“Actor 間の依存関係を示す d* framework”について述べる．Figure 20 に作成した

d* framework を示す．この d* framework では，エレベーターシステムの構成要素である

Rope，Door，User，Cage，Control panel，Balance weight，Rupture detection equipment，
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Shock mitigation equipment，Speed regulator，Lifting equipment が，Actor として記述

されている．さらに，それぞれの Actor 間に，Actor 間のディペンダビリティの保証に関す

る議論が記述されている．また，これらの議論に対して責任を持つ Agent として，

development section，IT system development section，maintenance section，wire 

company，user が記述されている．これら Agent と d* framework に記述されている他の

要素間の関係は，responsible for 関係として記述されている．尚，Agent として記述され

ている要素は，全て人か人が所属する組織となっている． 

この例で記述されている Actor は，2 つの種類に分けることができる．1 つめの種類は，た

だ1つのAgentと responsible forの関係にあるActorである．例えば，Cageは，development 

section という 1 つの Agent が責任を持つ Actor として記述されている．2 つめの種類は，

複数の Agent と responsible for の関係にある Actor である．例えば，Rope は，maintenance 

section と wire company の 2 つの Agent が責任を持つ Actor として記述されている．2 つ

の Agent が責任を持つ Actor は，Agent の責任範囲を示す点線の枠（responsible for 関係）

に，2 重に囲まれている．Rope は，maintenance section の責任範囲を示す枠と wire 

company の責任範囲を示す枠の両方の枠に囲まれている．d* framework 内の Agent 以外

の全ての要素は，任意の Agent と responsible for 関係を持つ必要がある．d* framework

内に、任意の Agent と responsible for 関係を持たない要素が残っている場合，その d* 

framework における議論は，不十分であると考えられる．そのような d* framework では，

責任が明確になっていない要素について，どの Agent が責任を持つのかを議論する必要が

ある． 
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Figure 20 Actor 間の依存関係を示す d* framework の例（エレベーターシステム） 

 

次に，“Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework”について述べる．

Figure 21に作成した d* framework を示す．この d* frameworkは，Figure 20の中でActor

として記述されている Rope について，Rope がディペンダブルであることを示したもので

ある．Figure 20に示された d* frameworkの中で，Ropeは 2つのAgentが責任を持つActor

として記述されている．そのため，Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* 

framework では，Actor 内の議論に使われている要素が，責任関係にもとづいて 2 つのグ

ループに分割されている．分割された要素は，それぞれ適切な Agent の責任範囲を示す点

線の枠内に記述されている．“Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework” 

でも，Actor 内の全ての要素は，任意の Agent と responsible for 関係を持つ必要がある．

任意の Agent と responsible for 関係にない要素が d* framework 内に残っている場合，そ

の d* framework における議論は，不十分であると考えられる．そのような d* framework

では，責任が明確になっていない要素について，どの Agent が責任を持つのかを議論する

必要がある． 
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Figure 21 Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework の例（エレベータ

ーシステム） 

 

4.7.3. 例 2：APダウンロードシステム 

AP ダウンロードシステムは，ユーザがアプリケーション（AP）をダウンロードするため

のシステムである．このシステムを使用することで，ユーザはシステムからユーザの IC カ

ードにアプリケーションをダウンロードすることができる．このシステムは，Issuer of 

cards，Service provider，AP download system，Memory card，User から構成されてい

る．ここでは，AP ダウンロードシステムについて，“Actor 間の依存関係を示す d* 

framework”を示す．Figure 22 に，作成した d* framework を示す．この d* framework

では，AP ダウンロードシステムの構成要素である Issuer of cards，Service provider，AP 

download system，Memory card，User が Actor として記述されている．さらに，それぞ

れの Actor 間に，Actor 間のディペンダビリティの保証に関する議論が記述されている．ま

た，これらの議論に対して責任を持つ Agent として，Issuer of cards，Service provider，

System developer，User が記述されている．これら Agent と他の要素間の責任関係は，

responsible for 関係として記述されている．この例では，Agent 以外の全ての要素は，た

だ 1 つの Agent との間に responsible for 関係を持っている．また，Issuer of card，Service 

provider，User は，Actor と Agent の両方の種類の要素として記述されている．これは，



47 

 

同一の対象が Actor と Agent の双方の要素として記述できるという例を示している． 

 

 

Figure 22 Actor 間の依存関係を示す d* framework の例（AP ダウンロードシステム） 

 

4.7.4. 例 3：LANデバイス管理システム 

LAN デバイス管理システムは，LAN 内の不正なデバイスを検出し，遮断するためのシステ

ムである．このシステムは，Surveillance server，Manager，Sensor，LAN device から構

成されている．ここでは，LAN デバイス管理システムについて“Actor 間の依存関係を示

す d* framework”を示す．Figure 23に，作成した d* frameworkを示す．この d* framework

には，LAN デバイス管理システムの構成要素である Surveillance server，Manager，Sensor，

LAN device が Actor として記述されている．さらに，それぞれの Actor 間に，Actor 間の

ディペンダビリティの保証に関する議論が記述されている．また，これらの議論に対して

責任を持つ Agent として，Service provider，Sensor vender，User が記述されている．こ

れら Agent と他の要素間の責任関係は，responsible for 関係として記述されている．この

例では，記述されている全ての Actor が，人または組織ではない．そのため，システムの

ディペンダビリティの保証に関する議論に責任を持つことのできる人あるいは組織が，別

途 Agent として記述されている．ここでは，Service provider，Sensor vendor，User の 3
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つの Agent が記述されている． 

 

 

Figure 23 Actor 間の依存関係を示す d* framework の例（LAN デバイス管理システム） 

 

4.8. 考察 

 

4.8.1. d* framework内の議論の構造と組織構造 

責任属性が導入された d* framework おいて Agent として記述される人や組織は，一般的

に，階層化された組織構造に属している．このような組織構造では，責任と権限が上位か

ら下位へ委譲される．一方，d* framework には，システムのディペンダビリティの保証に

関する議論が，階層構造を使って記述されている．すなわち，ディペンダビリティの保証

に関する上位の Goal を，1 つまたは複数の下位の Goal が保証するという関係を記述し構

造化することで，システムのディペンダビリティの保証に関する議論全体が記述されてい

る． 

d* framework に記述されている Agent が，階層化された組織構造に属している場合，それ

らAgent が責任関係を持つ d* frameworkの要素も，d* frameworkの議論の構造において，

同様の階層構造を持つことが望ましいと考えられる．例えば，Agent A が Goal A に対して

責任を持つ関係があり，Agent B が Goal B に対して責任を持つ関係がある場合を考える．
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d* framework の中で Goal A が Goal B によって保証されている関係がある場合，Agent A

と Agent B は同一の Agent であるか，組織構造において，Agent B に対して Agent A が上

位に位置するような階層関係があることが望ましい．Agent B に対して Agent A が下位で

あるような階層関係になっている場合，Agent 間の権限委譲がうまくいっていないことが

考えられる．なぜなら，Goal B に対する責任と Goal B を達成することにより達成される

Goal A に対する責任では，一般的に Goal A に対する責任の方が大きいと考えられるからで

ある．また，Goal B に対する責任が，Goal A に対する責任に包含される場合もあると考え

られる．組織構造において下位である Agent A が，上位である Agent B より大きな責任を

持つのは不都合が生じる可能性が高い．したがって，このような箇所は，議論の見直しが

必要な可能性がある．d* framework に責任属性を導入することにより，このようなチェッ

クが可能となる． 

 

4.8.2. Actorと Agent 

本研究では，責任属性を d* framework に導入するため，新規の要素として Agent を定義

した．Agent は，d* framework において，従来から定義されている Actor と類似した要素

である．また，APダウンロードシステムの例において示した通り，d* framework内にAgent

と Actor の両方の要素に対して，同じ対象が記述される可能性がある．しかし，本研究で

は，Agent と Actor を明確に区別して定義した．なぜなら，責任属性という概念を考える

際，Agent の概念と Actor の概念は異なっていると考えられるからである． 

また，d* framework に責任属性を導入するにあたっては，Agent を Actor のサブクラスと

して定義した．これは，Agent と Actor の下記の 2 つの関係を示している． 

 

 Actor として記述されている対象が人や組織であった場合，d* framework 内の議論に

対して責任を持つことができるので，Agent としても記述可能である．逆に，Actor と

して記述されている対象が人や組織以外であった場合，例えばサブシステムやシステ

ムのコンポーネントであった場合，それ自体では d* framework 内の議論に対して責任

を持つことができないので，Agent としては記述できない． 

 

  Agent として記述できる対象は人か組織なので，全て Actor としても記述可能である． 

 

d* framework に対する責任属性の導入を検討することにより，責任属性の導入に Agent

が要素として必要であることがわかった．Agent は，システムの保証を議論する上で，責

任の所在を明確にするという観点から必要な要素である．d* framework において従来から

使用されていた Actor とは別に Agent を導入することで，システムのディペンダビリティ

の保証に関する議論を，議論に対する責任の所在という観点から，より明確にすることが

できると考えられる． 
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4.8.3. 責任属性の導入に伴う記法の拡張 

本研究では，責任属性の導入に伴う d* framework の記法の拡張方法として，グラフィカル

な記法を提案した．責任属性の導入にあたっては，グラフィカルな記法を導入する以外の

他の方法も考えられる．例えば，下記の方法が考えられる． 

 

 d* framework 内の要素に記載される文章の書式を，その要素に対する責任の所在が明

示的に示されるように定義する方法． 

 

 d* framework 内のそれぞれの要素に対する責任の所在を示す表を，d* framework と

は別に作成する方法． 

 

今後，上記の方法についても記法を定義し，どの方法が d* framework の作成目的と照らし

合わせて適切であるかを評価する必要がある． 

 

4.8.4. メタモデル 

責任属性を導入した d* framework のメタモデルを Figure 16 に示した．このメタモデルに

は，責任属性を導入するために定義した新規の要素が含まれている．Figure 24 では，責任

属性の導入に伴い，従来の d* framework のメタモデルに対して，新規に追加した部分を網

掛けで示している．新規に追加された Agent は，Actor のサブクラスとして定義されてい

る．また，Agent と，Actor 及び ArgumentElement（Goal，Strategy，Evidence，Context）

の間には，responsible for 関係が定義されている． 

本研究では，従来から定義されている d* framework の構造に対しての変更は実施していな

い．本研究における d* framework に対する責任属性の導入では，従来の d* framework が

持つ構造を，そのまま利用しているという特徴がある． 

 



51 

 

 

Figure 24 責任属性の導入による追加部分 

 

4.8.5. 責任属性を導入した d* frameworkの適用可能なドメイン 

本研究では，責任属性を導入した d* framework の例を 3 つ示した．これら 3 つの例は，

責任属性を導入した d* framework が，広範囲のドメインに適用できることを示している．

例 1：エレベーターシステムは，組み込み系システムに対する例である．従って，この例は，

組込み系システムのドメインに対する適用例として考えることができる．例 2：AP ダウン

ロードシステムは，ビジネスドメインに対する適用例として考えることができる．この例

では，ビジネスの実施における役割が Agent として記述され，それぞれの役割（Agent）

の責任範囲が示されている．また，LAN デバイス管理システムは，LAN のセキュリティを

向上させることを目的としたシステムである．従って，例 3：LAN デバイス管理システム

は，セキュリティドメインに対して適用した例として考えることができる．このように，

本研究で示した 3 つの例により，責任属性を導入した d* framework を適用できるドメイン

が，十分に広いということが示されている． 

 

4.8.6. 本研究の限界 

本研究では，責任属性を導入した d* framework の作成プロセスについては，示していない．

従って，どのように議論を進めて，責任属性を導入した d* framework を作成するのかを，

明らかにしていないという限界がある．今後，責任属性を導入した d* framework の作成プ

ロセスについて検討し，定義する必要がある．また，本研究で提案した責任属性を導入し

た d* framework の有効性の検証が実施できていない点も，本研究の限界である．  

 

4.9. まとめ 

本研究では，d* framework に対する責任属性の導入について提案した．また，責任属性を

d* framework 内で記述するための記法についても提案した．従来のアシュアランスケース
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では，システムのディペンダビリティの保証に関する議論の記述に，Goal，Strategy，

Context，Evidence 等の要素が使用されていた．これらの要素は，システムの保証に関す

る議論そのものを記述するために使用される要素である．本研究では，そのようなアシュ

アランスケースの 1 つである d* framework に対して，責任属性を導入した．システムの保

証に対する説明責任を明確にするためには，システムの保証に関する議論に対する責任が

明確になっている必要がある．責任属性を導入した d* framework を使用することにより，

システムのディペンダビリティの保証に関する議論に対する責任の所在を明確にすること

ができる．すなわち，説明責任が誰にあるのかを，明確にすることができる．また，責任

属性を導入した d* framework を使用することにより，システムのディペンダビリティの保

証に対する責任に関する議論をステークホルダ間で共有することが可能となる． 

本研究では，従来の d* framework に対する新規の要素として Agent を定義した．また，

新規の要素と従来から d* framework において定義されていた要素の間の関係として，

responsible for 関係を定義した．d* framework の中で，Agent は，責任を持つ主体として，

人や組織を示すために記述される．また，d* framework の中に記述されている他の要素と

responsible for 関係を持つ．すなわち，d* framework の中で実施されている議論に対して

誰が責任を持つのかを示すために，Agent と responsible for 関係が使用される．さらに，

本研究では，責任属性を導入した 3 つの d* framework の例を示した．3 つの例は，それぞ

れ異なるドメインにおける d* framework の例である．この 3 つの例により，本研究におい

て提案した責任属性を導入した d* framework が，広範囲のドメインに使用可能なことが示

されている． 

今後，現実のシステムに対して，本研究の提案手法である責任属性を導入したd* framework

を作成することにより，現実的な状況における手法の有効性の検証を実施する必要がある．

また，責任属性を導入した d* framework の作成プロセスの検討や，責任属性を導入した

d* framework を使った議論の確認方法についての検討も今後の課題となる． 
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5. コラボレーション図を使った d* frameworkの作成 

本研究では，コラボレーション図[4]を使った d* framewrok の作成に関する研究を実施し

た[107][112]．コラボレーション図は，ソフトウェア工学における既存の設計手法で作成さ

れるモデルの 1 種であり，UML[104]において定義されている．本研究を実施することで，

従来のアシュアランスケースと既存の設計手法との関係が不明確であるという問題にも対

処する． 

 

5.1. はじめに 

一般的なアシュアランスケースは，ステークホルダが対象システムのディペンダビリティ

の保証に関する議論を実施し，その議論の内容を記述することで作成される．しかし，こ

の方法は時間がかかる．すなわち，コストの面からみて効率が悪いと考えられる．そこで，

d* framework を作成する際，対象システムに関する既存の情報を使用することで，d* 

framework の作成にかかるコストを削減することが考えられる．本研究では，対象システ

ムに関する既存の情報として，コラボレーション図を使用した d* framework の作成手法に

ついて述べる．また，本研究を実施することで，既存の設計手法の 1 つであるコラボレー

ション図と d* framework の関係を明らかにする． 

まず，本研究において提案するコラボレーション図を使った d* framework の作成手順につ

いて述べる．その後，提案した作成手順を使用した d* framework の作成に関するケースス

タディについて述べる． 

 

5.2. コラボレーション図を使用した d* frameworkの作成手順 

本節では，本研究において提案するコラボレーション図を使用した d* framework の作成手

順について述べる．提案する d* framework の作成手順は，“ステップ 1：Actor の記述”，

“ステップ 2：Actor 間のディペンダビリティに関する議論の記述”，“ステップ 3：Actor

内のディペンダビリティに関する議論の記述”の，3 つのステップから構成されている．下

記に 3 つのステップについて述べる． 

 

 ステップ 1：Actor の記述 

このステップでは，d* framework の中に Actor を記述する．Actor の記述には，コラ

ボレーション図に記述されているオブジェクトが使用される．すなわち，コラボレー

ション図に記述されているオブジェクトと同じ名前を持つ Actor を，d* framework の

中に記述する． 

 

 ステップ 2：Actor 間のディペンダビリティの保証に関する議論の記述 

このステップでは，Actor 間のディペンダビリティの保証に関する議論を記述する．

Actor 間のディペンダビリティの保証に関する議論の記述には，コラボレーション図に
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記述されているオブジェクト間のメッセージ情報が使用される．2 つの Actor 間のディ

ペンダビリティの保証に関する議論を記述する場合，コラボレーション図において，

それら 2 つの Actor に対応するオブジェクト間のメッセージ情報が，議論の記述に使

用される．ここでは，下記の 2 つのタイプの議論が記述される． 

 

- 議論タイプ A 

コラボレーション図に記述されているオブジェクト間のメッセージ情報は，正

確に転送される必要がある．そのため，d* framework の Actor 間に，メッセ

ージが正確に転送されることを保証するための議論が必要となる．すなわち，

コラボレーション図のオブジェクト間にメッセージ情報の転送がある場合，そ

のメッセージ情報が正確に転送されることを保証する議論が，d* framework

の該当する Actor 間に記述される． 

 

- 議論タイプ B 

コラボレーション図に定義されているオブジェクト間のメッセージ情報が転

送される順序は，正確である必要がある．そのため，d* framework の Actor

間のメッセージ情報が，正確な順序で転送されることを保証するための議論が

必要となる．すなわち，コラボレーション図のオブジェクト間にメッセージ情

報の転送が複数ある場合，それらのメッセージ情報の転送順序を保証する議論

が，d* framework の該当する Actor 間に記述される． 

 

 ステップ 3：Actor 内のディペンダビリティの保証に関する議論の記述 

このステップでは，Actor 内のディペンダビリティの保証に関する議論を記述する．

Actor 内のディペンダビリティの保証に関する議論の記述には，コラボレーション図の

オブジェクト間のメッセージ情報が使用される．Actor 内のディペンダビリティの保証

に関する議論を記述する場合，コラボレーション図においてその Actor に対応するオ

ブジェクトが送信するメッセージ情報が議論の記述に使用される．ここでは，下記の 2

つのタイプの議論が記述される． 

 

- 議論タイプ C 

コラボレーション図に記述されているオブジェクトが転送するメッセージの

順序は，正確に管理されている必要がある．そのため，d* framework のメッ

セージを転送する Actor 内で，転送するメッセージの順序が正確であることを

保証するための議論が必要となる．すなわち，コラボレーション図のオブジェ

クトに，送信するメッセージ情報を複数持つものがある場合，それらのメッセ

ージの順序を保証する議論が d* framework の該当する Actor 内に記述される． 
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- 議論タイプ D 

コラボレーション図に記述されているオブジェクト間のメッセージに付与さ

れているパラメータは，正確に管理されている必要がある．そのため，d* 

framework のメッセージを転送する Actor 内で，転送するメッセージに付与

されているパラメータが正確に管理されていることを保証するための議論が

必要となる．すなわち，コラボレーション図のオブジェクトが送信するメッセ

ージにパラメータが付与されている場合，そのパラメータを保証する議論が

d* framework の該当する Actor 内に記述される． 

 

5.3. ケーススタディ 

ケーススタディでは，提案した d* framework の作成手順を使用して，コラボレーション図

から d* framework が作成できることを確認する． 

 

5.3.1. 対象のコラボレーション図 

ケーススタディで使用するコラボレーション図が対象とするシステムは，AP ダウンロード

システムである．AP ダウンロードシステムとは，ユーザが，サーバからアプリケーション

を，ユーザのメモリカードにダウンロードするためのシステムである．このシステムを使

用することで，ユーザはダウンロードしたいアプリケーションを選択し，そのアプリケー

ションをシステムからユーザのメモリカードにダウンロードすることができる．ケースス

タディでは，このシステムを対象として作成されたコラボレーション図を使用し，d* 

framework を作成する．ケーススタディで使用する AP ダウンロードシステムのコラボレ

ーション図を Figure 25 に示す．このコラボレーション図では，Issuer of cards，Service 

provider，AP download window，AP download management，User，Memory of Card

の 6 個のオブジェクトが定義されている．また，それらオブジェクト間に 13 個のメッセー

ジ情報が定義されている．メッセージ情報に付けられた番号は，メッセージ情報の送信順

序を示している．また，メッセージ情報には，メッセージ情報を送信する際のパラメータ

が定義されているものがある．そのようなメッセージ情報には，メッセージ情報名の後の

括弧内にパラメータ名が記述されている．  

 



56 

 

 

Figure 25 AP ダウンロードシステムのコラボレーション図 

 

5.3.2. d* frameworkの作成 

ケーススタディでは，提案した作成手順を用いて d* framework を作成する．ここでは，提

案した作成手順のステップ毎に，d* framework の作成結果について述べる．尚，本研究で

は，d* framework の記述に D-Case Editor を使用している． 

 

 ステップ 1 

このステップでは，コラボレーション図を使って，Actor を記述した．d* framework

の Actor は，コラボレーション図のオブジェクトの名前を使って記述される．ここで

は， Issuer of cards，Service provider，AP download window，AP download 

management，User，Memory of Card の 6 個の Actor が記述された．  

 

 ステップ 2 

このステップでは，“Actor 間の依存関係を示す d* framework”が作成された．作成さ

れた d* framework を Figure 26 に示す．作成された d* framework には，ディペンダ

ビリティの保証に関する 15 個の Goal が，Actor 間に記述された．コラボレーション

図におけるオブジェクトから送信されるメッセージ情報が 1 つの場合は，メッセージ

情報が正確に送信されることを保証するための Goal（議論タイプ A）のみが該当する

Actor 間に記述されている．オブジェクトからオブジェクトへのメッセージ情報が複数

ある場合は，メッセージ情報が正確に送信されることを保証するための Goal（議論タ

イプ A）と，メッセージ情報の送信順序が正確であることを保証するための Goal（議
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論タイプ B）が該当する Actor 間に記述されている． 

ステップ 2 において記述された具体的な Goal の例を次に示す．コラボレーション図で

は，Issuer of Card は Service provider に対して“Send permission of download (AP, 

user)”というメッセージ情報を送信している．そのため，d* framework には，Service 

provider から Issuer of card への依存関係として，メッセージが正確に送信されること

を保証するための Goal（議論タイプ A）が記述されている．実際に記述されている Goal

は“Permission of download is sent correctly”である． 

 

Figure 26 ステップ 2 で作成された Actor 間の依存関係を示す d* framework 

 

 ステップ 3 

このステップでは，“Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework”が

作成された．このステップで作成された d* framework は，“Actor 間の依存関係を示

す d* framework（Figure 26）”において記述されている個々の Actor に対して，それ

ぞれ個別に作成されている．すなわち，Actor 間の依存関係を示す d* framework にお

いて記述されている Issuer of cards，Service provider，AP download window，AP 

download management，User，Memory of Card の 6 個の Actor に対して，6 個の d* 

framework が作成された．それぞれの d* framework では，Actor 自体がディペンダブ

ルであることを保証するための議論が記述されている．Figure 27 から Figure 32 に，

作成された d* framework を示す．これら d* framework には，Actor が送信するメッ
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セージ情報の送信順序が正確であることを保証するための Goal（議論タイプ C）と，

Actor が送信するメッセージ情報に付与されたパラメータが正確に管理されることを

保証するための Goal（議論タイプ D）の，2 つのタイプの Goal が記述されている． 

ステップ 3 において記述された具体的な Goal の例を次に示す．コラボレーション図に

おいて，Issuer of card は，Service provider に対して“Send permission of download 

(AP, user)”というパラメータが付与されたメッセージ情報を送信している．従って，

Issuer of cardの d* frameworkには，“Parameters of “Issuer of card” is dependability 

managed”という Goal が記述されている（Figure 27）．これは，Actor が送信するメ

ッセージのパラメータを保証するための Goal である．さらに，この Goal は，

“Information of AP that is permitted to download is managed”と“Information of 

user who is permitted to download is managed”の 2 つの下位の Goal に分割されて

いる．これは，元になったコラボレーション図におけるメッセージ情報が，AP と user

の 2 つのパラメータを持っているためである．すなわち，2 つのパラメータに対して議

論分解が実施され，それに対応して 2 つの Goal が記述されている． 

 

 

Figure 27 ステップ 3 で作成された“Actor（Issuer of cards）自体がディペンダブルであ

ることを示す d* framework” 

 



59 

 

 

Figure 28 ステップ 3 で作成された“Actor（Service provider）自体がディペンダブルで

あることを示す d* framework” 

 

 

Figure 29 ステップ 3 で作成された“Actor（AP download window）自体がディペンダブ

ルであることを示す d* framework” 

 

 

Figure 30 ステップ 3 で作成された“Actor（AP download management）自体がディペン

ダブルであることを示す d* framework” 
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Figure 31 ステップ 3 で作成された“Actor（User）自体がディペンダブルであることを示

す d* framework” 

 

 

Figure 32 ステップ 3 で作成された“Actor（Memory of Card）自体がディペンダブルで

あることを示す d* framework” 
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5.3.3. ケーススタディの結果 

ケーススタディの結果作成された d* framework を，Figure 26 から Figure 32 に示した．

この節では，d* framework の作成に使用したコラボレーション図と，作成した d* 

framework に含まれる要素の数を示す． 

まず，ケーススタディにおいて，入力情報として使用したコラボレーション図（Figure 25）

に含まれている要素の数を Table 8 に示す．コラボレーション図には，システムを構成する

オブジェクトが 6 個と，それらオブジェクト間に 13個のメッセージ情報が記述されている．  

 

Table 8 コラボレーション図に含まれる要素の数 

Object Message relationship 

6 13 

 

次に，作成した d* frameworkに含まれている要素の数をTable 9に示す．この表の列には，

d* framework の要素の種類が示されている．行には，作成した d* framework の名前が示

されている．Inter actor d* framework は，ステップ 2 で作成された“Actor 間の依存関係

を示す d* framework”を示している．それ以外の d* framework は，ステップ 3 で作成さ

れた d* framework であり，それぞれ Actor の名前が d* framework の名前として使用され

ている．ステップ 3 で作成された d* framework は，要素として Actor を含まないので，そ

れら d* framework の Actor 列には，“-”を記述している． 

本研究におけるケーススタディでは，d* framework の中に全部で 78 個の要素が記述され

た．これらは，コラボレーション図の 6 個のオブジェクトと，13 個のメッセージ情報から

記述されたものである．  

 

Table 9 作成された d* framework に含まれる要素の数 

D* framework Actor Goal Strategy Context Total 

Inter actor d* framework 6 15 4 0 25 

Issuer of cards - 4 1 1 6 

Service provider - 10 2 2 14 

AP download window - 6 2 2 10 

AP download management - 9 2 2 13 

User - 3 1 1 5 

Memory of Card - 3 1 1 5 

Total 6 50 13 9 78 
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5.4. 考察 

 

5.4.1. d* frameworkの作成におけるコラボレーション図の有用性 

d* framework を作成する際，対象システムに関する既存の情報を使用することにより，d* 

framework の作成にかかる時間的なコストを，削減することが考えられる．本研究では，

対象システムに関する既存の情報として，コラボレーション図を使用した． 

コラボレーション図を使用した d* framework の作成には，下記に示す両者の間の 2 つの関

係が利用できる． 

 

 関係 1：d* framework の Actor は，コラボレーション図のオブジェクトの情報を使っ

て記述することができる． 

 

 関係 2：d* framework におけるシステムのディペンダビリティを保証するための議論

は，コラボレーション図のメッセージ情報を使って記述することができる． 

 

本研究で実施したケーススタディでは，ステップ 1 において，コラボレーション図の 6 個

のオブジェクトから，d* framework に 6 個の Actor が直接記述された．この記述には，上

記の関係 1 が使われている．さらに，ステップ 2 において，コラボレーション図のメッセ

ージ情報から，システムのディペンダビリティの保証に関する 15 個の Goal が，d* 

framework の Actor 間に記述された．また，ステップ 3 では，コラボレーション図のメッ

セージ情報から，システムのディペンダビリティの保証に関する 35 個の Goal が，d* 

framework の Actor 内に記述された．ステップ 2 とステップ 3 の記述では，コラボレーシ

ョン図に記述されている 13 個のメッセージ情報が使用されている．これらの記述には，上

記の関係 2 が使われている．このように，本研究を実施したことにより，コラボレーショ

ン図を d* framework の作成に役立てられることが確かめられた．すなわち，d* framework

を作成する際，コラボレーション図が有用であることが示された． 

 

5.4.2. d* frameworkに記述される Goalの種類 

提案した手法では，d* framework の Goal は，コラボレーション図のメッセージ情報から

検討され記述される．ここで記述される Goal には，保証の対象毎に Table 10 に示される 3

つの種類（タイプ）が存在する． 
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Table 10 メッセージから定義される Goal の種類（タイプ） 

タイプ 1 メッセージ情報の保証 

タイプ 2 メッセージ情報の順序の保証 

タイプ 3 メッセージ情報のパラメータの保証 

 

これら Goal の種類について，以下に述べる． 

 

5.4.2.1. メッセージ情報の保証（タイプ 1） 

メッセージ情報は，コラボレーション図のオブジェクト間に記述されており，オブジェク

ト間にメッセージ情報の送受信があることを示している．オブジェクト間にメッセージ情

報が定義されている場合，d* framework における議論では，メッセージが正確に送信され

ることが，保証される必要がある．そのため，コラボレーション図のメッセージ情報に対

して，メッセージが正確に送信されることを保証する Goal が，d* framework に記述され

る．これは，タイプ 1 の Goal である． 

ケーススタディでは，これらは，議論タイプA における Goal として，d* framework の Actor

間に記述されている．例えば，Actor である User と AP download window の間に“AP list 

is presented correctly”というGoalが，タイプ1のGoalとして記述されている（Figure 26）．

これは，コラボレーション図の“2. Select the AP”というメッセージ情報を使用して記述

された Goal である． 

 

5.4.2.2. メッセージ情報の順序の保証（タイプ 2） 

コラボレーション図に記述されているメッセージ情報には，メッセージを送信する順序が

定義されている．その場合，d* framework における議論では，メッセージが送信される順

序が正確であることを保証する必要がある．そのため，コラボレーション図のメッセージ

情報の順序に対して，その順序が正確であることを保証する Goal が d* framework に記述

される．このメッセージの送信順序を保証するための Goal は，該当するメッセージ関係を

持つ Actor について，Actor 間と Actor 内のどちらにも記述する必要がある．これは，タイ

プ 2 の Goal である． 

ケーススタディでは，これらは，議論タイプ B における Goal として Actor 間に，また，議

論タイプ C における Goal として Actor 内に，それぞれ定義されている．例えば，Actor で

ある Issuer of card と Service provider の間に，“‘Require download permission (AP, user)’ 

is performed before ‘Send receipt (receipt)’”という Goal が定義されている（Figure 26）．

これは，Actor 間に定義された Goal の例である．また，Actor である Service provider 内

に，“‘Require download permission (AP, user)’ is performed before ‘Send permission 

of download (AP, user)’”という Goal が定義されている（Figure 28）．これは，Actor 内
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に定義された Goal の例である． 

 

5.4.2.3. メッセージ情報のパラメータの保証（タイプ 3） 

コラボレーション図で定義されているメッセージ情報には，パラメータが付与されている

ものがある．その場合，d* framework における議論では，メッセージ情報に付与されてい

るパラメータが，正確に管理されていることを保証する必要がある．そのため，メッセー

ジ情報のパラメータが正確に管理されていることを保証する Goal が，d* framework に記

述される．これは，タイプ 3 の Goal である． 

ケーススタディでは，これらは，議論タイプ D の Goal として d* framework の Actor 内に

記述されている．メッセージ関係に付与されているパラメータは，Actor の入力および出力

情報である．それゆえ，これらのパラメータは，該当する Actor により正確に管理される

必要がある．例えば，Actor である Issuer of card 内には，“Information of AP that is 

permitted to download is managed”という Goal が，記述されている（Figure 27）．ここ

で，AP は，Issur of card が送信するメッセージに付与されているパラメータである． 

 

5.4.3. 本研究の限界 

本研究では，ケーススタディを実施した．しかし，実施したケーススタディは規模が小さ

いものであった．また，ケーススタディにおける d* framework の作成は，1 人の研究者に

よって実施されたものである．現実的には，d* framework の作成は，システムの関係者で

あるステークホルダによって実施されると考えられる．また，作成される d* framework の

規模も，大きなものになることが想定される．従って，本研究におけるケーススタディは，

必ずしも現実的な状況を反映していないという限界がある．また，作成されたd* framework

自体の正当性が，確かめられていないという限界も存在する． 

 

5.5. まとめ 

本研究では，コラボレーション図を使用した，3 つのステップから構成される d* framework

の作成手順を提案した．さらに，提案した手順を使用して，コラボレーション図から d* 

framework を実際に作成するケーススタディを実施した．ケーススタディでは，ユーザが

アプリケーションをダウンロードするためのシステムである AP ダウンロードシステムを

対象として作成されたコラボレーション図を使用して，d* framework を作成した．その結

果，19 個の要素を含むコラボレーション図から，78 個の要素を含む d* framework が作成

された．モデルに含まれる要素数からは，提案した手順を使用することで，リッチな内容

の d* framework を作成することができたと言える． 

また，コラボレーション図から d* framework を作成する手順を検討することにより，ソフ

トウェア工学におけるモデルの 1 つであるコラボレーション図と，d* framework の関係を

示すことができた． 
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6. d* frameworkの有効性の検証 

本研究では，実際の現場における d* framework の有効性を検証するため，IT システムを

開発する企業である SIer（System Integrator）における d* framework の作成実験を実施

した[108]．本章では，本研究において実施した，適用実験に基づく d* framework の有効

性の検証について述べる． 

 

6.1. はじめに 

従来，組み込み系システムに対しては，アシュアランスケースが使用されてきた．この理

由として，自動車に搭載されるシステムのように，組込み系システムでは，システムの不

具合が重大な損害に直結しやすいことに加え，不具合が発覚してからの修正が困難である

ことなどが考えられる．しかしながら，エンタープライズ系サービスに対するアシュアラ

ンスケースの適用事例は，ほとんど存在しなかった．エンタープライズ系のサービスやシ

ステムにも社会的に重要なインフラは存在し，その障害が重大な損害を引き起こす可能性

があることは，組み込み系システムと同様である．そのため，エンタープライズ系のサー

ビスにおいても，システムの保証は重要な課題となる．組込み系システムとエンタープラ

イズ系システムにおけるアシュアランスケースの適用に，本質的な違いは無いと考えられ

る． 

本研究では，エンタープライズ系サービスを対象として，アシュアランスケースの 1 種で

ある d* framework を作成し確認する．本研究では，対象サービスの直接のステークホルダ

ではない第三者が主導して，d* framework を作成する．第三者による作成には，実際の現

場に対する d* framework 適用の導入障壁を下げる狙いがある．さらに，本研究では，第三

者による，d* framework を使用したサービスのディペンダビリティに対する保証の確認を

実施する． 

 

6.2. d* frameworkの作成 

本研究では，定義した作成手順を使用して，d* framework を作成する．また，サービスに

直接関係していない第三者が主導して，d* framework を作成する．本研究において定義し

た作成手順を使用するには，“作成を主導する第三者が，d* framework の作成に精通して

いる”，“ディペンダビリティについて記載された対象サービスの文書が存在し，閲覧する

ことができる”，“作成された d* framework を修正するために，ステークホルダの協力が得

られる”といった前提条件が存在する． 

d* framework は，要件定義から運用に至るシステム開発工程の全般で使用することができ

る．本研究では，運用中のサービスに対して d* framework の作成を実施する．以下では，

本研究において実施する d* framework の作成について述べる． 
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6.2.1. 作成対象サービス 

本研究では，現実のサービスに対して d* framework を作成する．この節では，本研究にお

ける d* framework の作成対象について述べる．本研究における d* framework の作成対象

は，SIer において使用されている IT システムを使った社内向けサービスである．対象とし

た SIer では，IT システム開発プロジェクトを管理するために，このサービスが利用されて

いる．ユーザは，このサービスを利用して，IT システム開発プロジェクトの進捗管理，品

質管理等を実施できる．対象とした SIer では，このサービスにより，常時 500 前後のプロ

ジェクトが管理されている．また，このサービスは，24 時間 365 日提供されている． 

 

6.2.2. 作業者 

本研究では，サービスに直接関わっていない第三者が主導するかたちで，d* framework の

作成作業を実施する．まず，第三者が d* framework を作成する．その後，作成された d* 

framework を使用して，サービスに直接関わっているステークホルダとディスカッション

を実施し，得られた指摘事項に基づいて第三者が d* framework を修正する．d* framework

に関する知識が乏しい状態のステークホルダが，d* frameworkを作成するのは困難である．

本研究では，d* framework に関する知識を十分に有した第三者が，d* framework の作成

を主導することで，この困難性を克服している． 

 

6.2.3. 作成手順 

本研究では，第三者が主導して d* framework を作成する．第三者は，対象となるサービス

に関する情報を持っていない．そこで，d* framework を作成するにあたり，複数のステッ

プからなる手順を定義した．以下に各ステップにおける実施内容を示す． 

 

1. 事前準備 

 

1.1. 資料確認 

本研究における d* framework の作成では，対象となるサービスに関する資料を利用

する．このステップでは，それら資料の概要を把握する． 

 

1.2. 資料選定 

“1.1. 資料確認”により概要を把握した資料から，実際に d* framework の作成に使

用する資料を選定する． 

 

1.3. 情報記載箇所の識別 

“1.2. 資料選定”により選定された資料から，サービスのディペンダビリティに関係

する記述と，資料内の記載箇所を識別する．さらに，識別された記述を，Goal，Strategy，
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Context，Evidence の 4 つのカテゴリに分類する． 

 

2. d* framework の記述 

 

2.1. Actor の定義 

サービスの全体像が記述されている資料等を利用して Actor を識別し，d* framework

に記述する． 

 

2.2. Actor 間の議論記述 

“1.3. 情報記載箇所の識別”により識別された d* framework に関係する記述を利用

して，Actor 間で必要となるディペンダビリティの保証に関する議論を検討し，d* 

framework に記述する． 

 

2.3. Actor 内の議論記述 

“1.3. 情報記載箇所の識別”により識別された d* framework に関係する記述を利用

して，Actor 内で必要となるディペンダビリティの保証に関する議論を検討し，d* 

framework に記述する． 

 

3. d* framework の修正 

 

3.1. ディスカッション 

“2. d* framework の記述”により作成された d* framework を使用して，サービス

に直接関わっているステークホルダとディスカッションを実施し，記述の誤り，記述

の漏れ等に関して確認する． 

 

3.2. 記述修正 

“3.1. ディスカッション”の結果に基づいて，d* framework を修正する． 

 

6.2.4. 作成に使用した資料 

本研究では，対象となるサービスに関する資料を使用して d* framework を作成する．上記

6.2.3 に示した作成手順“1.1. 資料確認”，“1.2. 資料選定”を経て，対象サービスに関する

172 個の資料から 11 個の資料が，d* framework の作成に使用する資料として選定された．

選定された資料の一覧を Table 11 に示す．表では，資料のページ数についても示している． 
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Table 11 d* framework の作成に使用した資料一覧 

項番 資料名 ページ数 

1 バックアップ管理対象一覧 3 

2 バックアップ・リストア設計_詳細設計書 59 

3 性能要件 12 

4 信頼性要件 4 

5 システム運用管理要件 11 

6 運用・保守性検討書 3 

7 可用性検討書 6 

8 性能・拡張性検討書 3 

9 運用・保守性要件一覧 2 

10 可用性要件一覧 2 

11 性能・拡張性要件一覧 2 

 

6.2.5. 作成結果 

本研究では，6.2.3 の作成手順に従い，対象となるサービスの，“Actor が他の Actor に対し

て責任を遂行することを示す d* framework”と“Actor 自体がディペンダブルであること

を示す d* framework”の 2 つの d* framework を作成した．ここでは，作成した各 d* 

framework に対して“サービス”，“IT システム”という名称を使用する． 

 

6.2.5.1. 作成した d* framework のノード個数 

本研究において作成された 2 つの d* framework は，複数の議論の要素，すなわちノードか

ら構成されている．作成された d* framework のノードの個数を，2 つの d* framework 及

びノードの種類毎に整理したものを Table 12 に示す．表では，上記作成手順における“2. d* 

framework の記述”の結果と“3. d* framework の修正”の結果を，それぞれ個数列の作

成後列と修正後列に示している．また，行には作成した d* framework の名称と d* 

framework における要素の種類が示されている．表から，本研究では，第三者のみによる

d* framework の作成において，ノード数 42（サービス）とノード数 54（IT システム）の

2 つの d* framework が作成されたことがわかる．また，ステークホルダとディスカッショ

ンを実施し d* framework の記述を修正した結果，ノード数が 1.375 倍に増加し，最終的に

ノード数 60（サービス）と，ノード数 72（IT システム）の 2 つの d* framework が作成さ

れたことがわかる． 
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Table 12 作成された d* framework の要素の個数 

d* framework 要素数 
個数 

作成後 修正後 

サービス Actor 4 4 

Goal 29 37 

Strategy 3 6 

Evidence 6 13 

合計 42 60 

IT システム Goal 44 56 

Strategy 7 10 

Context 3 3 

Evidence 0 3 

合計 54 72 

 

6.2.5.2. Actor が他の Actor に対して責任を遂行することを示す d* framework（サービス） 

この節では，本研究において作成した“Actor が他の Actor に対して責任を遂行することを

示す d* framework（サービス）”について述べる．この d* framework には，利用者，IT

システム，システム開発者，システム運用者の 4 つの Actor と，Actor 間の依存関係に関す

る議論が記述されている．Actor 間の依存関係に関する議論として記述された内容を，Table 

13 に示す． 

 

Table 13 Actor 間に記述された Actor 間の依存関係に関する議論内容 

依存元 依存先 議論の内容 

システム運用者 利用者 サービス範囲に関する議論 

利用者 IT システム サービスの信頼性責任に関する議論 

利用者 IT システム ユーザビリティ責任に関する議論 

IT システム システム運用者 運用責任に関する議論 

システム運用者 IT システム システム耐性責任 

IT システム システム開発者 開発責任に関する議論 

システム運用者 システム開発者 運用設計責任 

システム開発者 サービス運用者 発注責任 

 

作成した d* framework の一部を Figure 33 に示す．ここでは，利用者から IT システムに

依存する関係として実施されている“サービス信頼性責任に関する議論”が記述されてい
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る．利用者から IT システムに依存する関係として“信頼のおけるサービスが提供されてい

る”という Goal が記述されている．さらに，記述された Goal が，信頼性の下位特性によ

り分解されることで議論が進められている．これより下位では，サービスの成熟性及びサ

ービスの回復性についての議論が記述されている．このように，Actor が他の Actor に対し

て責任を遂行することを示す d* framework には，Actor 間の依存関係に関する議論が構造

的に記述される． 

 

 

Figure 33 作成された d* framework からの抜粋（利用者と IT システム間のサービス信頼

性責任に関する依存関係における議論） 

 

6.2.5.3. Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework（IT システム） 

この節では，本研究において作成した，“Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* 

framework（IT システム）”について述べる．この d* framework の対象は，“Actor が他

の Actor に対して責任を遂行することを示す d* framework（サービス）”において，Actor

として記述されている IT システムである．IT システムは，“Actor が他の Actor に対して

責任を遂行することを示す d* framework（サービス）”内で記述されている 4 つの Actor

のうちの 1 つである．他の Actor については，d* framework を作成するための入力情報と

なる資料が存在しなかったため，今回は作成していない．しかし，今回は，入力情報から

作成できる範囲での評価であるので，この点について差し支えはない．作成した d* 

framework では，可用性，信頼性，性能に関する議論が実施されている．すなわち，この

d* framework では，“システムの可用性が担保されている”，“システムの信頼性が担保さ

れている”，“システムの性能が担保されている”の 3 つの Goal を分解することで，IT シ

ステムのディペンダビリティの保証に関する議論がすすめられている．Figure 34 に，IT

システムの信頼性に関する議論について記述された d* framework の一部を示す．ここでは，

信頼性に関する議論として，“システムの信頼性が担保されている”という Goal が記述さ

れている．さらに，ハードウェアとソフトウェアに分けて議論する戦略に沿って，2 つの



71 

 

Goal が記述されている． 

 

 

Figure 34 作成された d* framework からの抜粋（IT システムにおける信頼性の担保に関

する上位の議論） 

 

Figure 35 に，バックアップの取得に関する議論について記述された d* framework の一部

を示す．ここに記述されている議論は，Figure 34 で示した，信頼性の担保に関する議論の

下位で実施されている議論である．“バックアップを取得する”という Goal が記述され，

対象機器毎に分解する戦略に沿って議論が進められている．また，議論を分解する戦略に

は対象機器のリストが Context として付与されている． 

 

 

Figure 35 作成された d* framework からの抜粋 （IT システムにおけるバックアップ取得

に関する議論） 

 

6.2.6. 作業時間 

本研究では，6.2.3 に示した作業のステップ毎に，作業に要した時間を計測した．作業時間

を計測した結果を Table 14 に示す．本研究において，d* framework の作成作業に費やし

た時間は，全体で 14 時間であった．“3.1. ディスカッション”の 1 時間以外は，ステーク
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ホルダ以外の第三者 1 人による作業時間である． 

 

Table 14 d* framework 作成に要した作業時間 

作業手順 作業時間 

1.事前準備 1.1. 資料確認 2 時間 

1.2. 資料選定 10 分 

1.3. 情報記載箇所抽出 1 時間 50 分 

2.d* framework 記述 2.1. Actor の定義 20 分 

2.2. Actor 間の議論記述 2 時間 

2.3. Actor 内の議論記述 3 時間 40 分 

3.d* framework 修正 3.1. ディスカッション 1 時間 

3.2. 記述修正 3 時間 

 

6.3. d* frameworkの確認 

この節では，本研究において実施した d* framework の確認について述べる．本研究におい

て作成した d* framework には，作成に使用した資料，及びステークホルダとのディスカッ

ションでは明らかにできなかった議論の不足個所が存在することが考えられる．本研究で

は，d* framework の構造に着目した次の 3 つの観点を利用することにより，第三者による

d* framework の議論の不足箇所を指摘する確認を実施した． 

 

1. 「証拠の不足箇所」の確認 

証拠の不足箇所とは，d* framework において記述されている Goal を保証するための

証拠が，記述されていない箇所である．そのような箇所は，証拠の記述が不十分であ

ると考えられる．ここでは，そのような箇所を「証拠の不足箇所」として識別した．

Figure 36 に「証拠の不足箇所」の例を示す．この例では，“サーバの基本稼働時間は

365 日 24 時間である”，“サーバの故障回復時間は 30 分以内である”という 2 つの Goal

が，証拠のついていないGoalとして識別されている．この2つのGoalは，d* framework

において最下層に記述されている Goal であると考えることができる．このように，証

拠の不足箇所は，d* framework の最下層の Goal に対して，その Goal を保証する証拠

が不足している際に識別することができる． 
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Figure 36 証拠の不足箇所の例 

 

2. 「議論の不足箇所」の確認 

議論の不足箇所とは，d* framework における議論が不十分な箇所である．すなわち，下位

の Goal が検討可能であるにもかかわらず，下位の Goal に議論が展開されていない Goal

が，記述されている箇所である．そのような箇所は，議論が不足していると考えられる．

ここでは，そのような箇所を「議論の不足箇所」として識別した．Figure 37 に「議論の不

足箇所」の例を示す．この例では，“NIC の信頼性が担保されている”が，議論展開が不十

分な Goal として識別されている．この Goal は，下位の Goal に議論が展開できる Goal で

あると考えることができる．このように，議論の不足箇所は，d* framework 内で，下位の

Goal に議論が展開できるにもかかわらず，展開されていない Goal が存在する場合に識別

することができる． 

 

 

Figure 37 議論の不足箇所の例 
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3. 議論分解妥当性の不足箇所の確認 

議論分解妥当性の不足箇所とは，d* framework を使って Goal を分解することによる議論

は実施されているが，その議論分解の妥当性が不足している箇所である．d* framework に

おける議論分解の戦略は，Strategy を使って記述される．また，Strategy で記述された議

論分解の戦略に対して具体的な背景情報を与えるためには，Context が使用される．従って，

d* framework において，Strategy が記述されており具体的な背景情報が必要であるにもか

かわらず，Context が付与されていない箇所を，議論分解妥当性の不足箇所として識別でき

る．本研究では，“対象機器毎に議論”など，d* framework が対象としているサービスに

ついて固有の背景情報が議論分解に必要な箇所について，Context が付与されていない箇所

を「議論分解妥当性の不足箇所」として識別した．Figure 38 に「議論分解妥当性の不足箇

所」の例を示す．この例では，“対象機器毎に議論”が，議論分解の妥当性が不足している

Strategy として識別されている．この Strategy には，“対象機器毎に議論”と記述されて

いるので，対象機器が明確にされる必要がある．本来であれば，それが Context として記

述される必要があるが，付与されていない．従って，この Strategy は，議論分解の妥当性

が不足している Strategy であると識別できる． 

 

 

Figure 38 議論分解妥当性の不足箇所の例 

 

6.3.1. d* frameworkの確認結果 

本研究では，ケーススタディで作成した d* framework における議論の不足箇所について，

上記 3 つの観点を使った第三者による確認を実施した．確認による議論の不足箇所の指摘

結果を，Table 15 に示す．表では，“Actor 間の責任関係を示す d* framework（サービス）”

と，“Actor がディペンダブルであることを示す d* framework（IT システム）”に分けて不

足箇所の個数を示している．また，d* framework に含まれる要素の個数に対する不足箇所

の個数の割合も示している．表より，“Actor 間の責任関係を示す d* framework”に 13 個

（22%），“Actor がディペンダブルであることを示す d* framework”に 32 個（44%）の合

計 45 個（34%）の議論の不足箇所を指摘できたことがわかる． 
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Table 15 d* framework の確認結果 

確認の観点 サービス IT システム 合計 

個数 割合 個数 割合 個数 割合 

1.証拠の不足箇所 8 13% 25 35% 33 25% 

2.議論の不足箇所 4 7% 4 6% 8 6% 

3.議論分解妥当性の不足箇所 1 2% 3 4% 4 3% 

合計 13 22% 32 44% 45 34% 

 

本研究における d* framework の確認において指摘された議論の不足箇所は，比較的単純な

ものである．しかし，d* frameworkの作成に使用された資料からは漏れていた議論であり，

今回のような，サービスの保証に関する議論の体系的な整理がなければ，見落とされてい

たものである．d* framework を作成し，体系的に議論を整理することにより，比較的短い

時間でこれらの不備が発見できたことから，今回の d* framework の作成が有益であったと

考えることができる． 

 

6.4. 考察 

 

6.4.1. ステークホルダによる評価 

本研究では，d* frameworkの確認後，実際にサービスに関わっているステークホルダから，

本研究の取り組み及び d* framework に対するコメントを収集した．得られたコメントを

Table 16 に示す．これらのコメントから，以下の知見が得られた．d* framework に記述さ

れている内容は，容易に理解することができる．また，十分な知識があれば，ステークホ

ルダ自身で d* framework を作成することも可能である（C01, C02, C03）．社会インフラ

等のミッション・クリティカルなシステムが関係するサービスを対象とした方が，そうで

はないサービスを対象とするよりも，d* framework を有効に活用できると考えられる．ま

た，そのようなサービスであれば，d* frameworkの作成コストも許容できると考えられる．

ただし，監査等の明確な目的があれば，一般的なサービスにおいても d* framework は有効

であると考えられる（C04，C05，C08）．サービス開発の上流工程の方が，d* framework

の有効性を活かすことができる（C06）．d* framework の導入障壁として「作成コストがか

かる」，「関係者への説明が難しい」という問題がある（C08，C09）．しかし，作成コスト

については，導入サービスを適切に選択すれば問題にならない可能性がある（C05）． 

また，アシュアランスケースの作成に関する課題として，「関係者の増加による作成の困難

さの増大の克服」，「アシュアランスケースの肥大化に伴う作成の困難さの増大の克服」が

挙げられている（C10，C11）．これらのうち，アシュアランスケースの肥大化については，

アシュアランスケースをモジュールに分割して記述する方法が提案されている[20][21][22]．

しかし，アシュアランスケースをモジュールに分割するだけでは，アシュアランスケース
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を意味のあるまとまりとして適切に分割することができない可能性がある．本研究で使用

した d* framework は，アシュアランスケースを Actor に分割して記述する．これは，アシ

ュアランスケースを，まとまった意味を持つ Actor という単位に分割して記述する手法で

あると言える．従って，d* framework により，肥大化するアシュアランスケースを適切に

分割して記述することができると考えられる． 

 

Table 16 本研究及び d* framework に対するステークホルダのコメント 

ID コメント 

C01 サービスのディペンダビリティに関する情報を，このように整理したことは無かっ

た． 

C02 作成された d* framework については，構造化されていたので理解できた．また，Actor

同士の関係についても理解できた． 

C03 整理学等の作成のための知識があれば，担当内（ステークホルダ自身）でも d* 

framework の作成は可能である． 

C04 今回作成した d* framework は，手段指向で作成しているので，直接役に立っている

とは言えない．しかし，監査等の明確な目的があれば役に立つ可能性はある． 

C05 銀行のシステム，防衛分野，航空管制，社会インフラ等のクリティカルなシステムの

方が，d* framework を役立てることができると考えられる． 

C06 企画，要件定義工程における活用の方が，d* framework を役立てることができると

考えられる． 

C07 システム開発者だけで d* framework を作成すると，その枠内のみの議論になってし

まうという問題がある． 

C08 d* framework を作るための工数が導入障壁になると考えられる．品質レビュー等に

多くの時間を割いているシステムでは，導入が可能かもしれない． 

C09 マネージャー等の上位層に対する価値の説明が難しいという問題がある． 

C10 関係者が多くなると，作成が困難になる可能性があると考えられる． 

C11 アシュアランスケースが大きくなり過ぎると，作成が困難になる可能性があると考え

られる． 

 

6.4.2. 従来の取組みとの比較 

従来，サービスあるいはシステムの保証に関する議論が明示的に示されているケースは，

少なかった．d* framework は，このようなサービスやシステムの保証に関する議論を文書

化することで，明示的に示すための技術である．すなわち，従来の取り組みと比較すると，

d* framework を使用することにより，サービスあるいはシステムの保証に関する議論を明

示的に示すことができるという点で異なる．議論を明示的に示すことにより，サービスや

システムの保証に関する議論や対策をステークホルダ間で共有でき，議論の漏れを明確に
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できる．本研究では Table 15 に示すとおり，作成した d* framework において，45 個の議

論の不足箇所を指摘することができた．これらの指摘箇所は，サービスのディペンダビリ

ティを保証するために議論が必要な箇所であり，従来の取り組みでは見過ごされていたと

考えることができる．つまり，d* framework を使用することにより，従来の取り組みでは

見過ごされていた，サービスのディペンダビリティを保証する上で必要な議論の発見に繋

がったと考えることができる． 

 

6.4.3. ソフトウェア工学における他の手法との関係 

d* framework は，要求定義手法，設計手法，試験手法のようなシステム開発における他の

既存手法に置き換わる技術ではない．サービスやシステムを保証するための議論を，構造

的に整理するための新しい技術である．既存手法において作成されるドキュメントは，d* 

framework における議論を保証するための証拠となり得る．また，既存手法で作成される

ドキュメントを，d* frameworkを使って保証するという関係もあり得る．今後UML[104]，

SysML[105]，FTA，テスティング，形式手法のような既存手法におけるドキュメントと d* 

framework の関係を，体系的に整理する必要がある． 

 

6.4.4. エンタープライズ系情報サービスを対象としたアシュアランスケース 

これまで，アシュアランスケースの適用対象は，組み込み系のシステムが中心であった．

この理由として，システムの不具合が直接重大な損害に直結しやすいことや，リリース後

の修正が困難であるという組み込み系のシステムが持つ特性が考えられる．本研究では，

エンタープライズ系サービスである，SIer における IT システムを使用した社内向けサービ

スを対象として，d* framework（アシュアランスケース）を作成した．その結果，エンタ

ープライズ系サービスにおいても，アシュアランスケースの作成が有効であるというステ

ークホルダの評価が得られた（Table 16）． 

 

6.4.5. 第三者による d* frameworkの作成 

サービスオーナー，顧客，サービス提供者，システム開発者等の実際のサービスに関わっ

ているステークホルダが，d* framework に関する知識が乏しい状況で d* framework を作

成するのは困難である．そこで，本研究では，サービスに直接関係していない第三者が主

導して d* framework を作成した．この第三者は，対象サービスに直接関係していないが，

d* framework について，十分な知識を持つ者である．本研究では，直接のステークホルダ

ではない第三者による d* framework の作成を可能とするため，d* framework の作成手順

を定義した．この作成手順では，d* framework を作成するための入力情報として，サービ

スに関係する資料が利用される．定義した手順を使用して d* framework を作成した結果，

実際のステークホルダから見ても違和感のない d* framework を作成することができた．こ

れは，ステークホルダによる評価からもわかる（Table 16）．すなわち，本研究で提示した
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手順によって，直接サービスに関係していない第三者が，対象サービスの d* framework を

構築できるという知見が得られた． 

Table 16 のコメントから，本研究を実施したことで，ステークホルダの d* framework に

対する理解が高まったことがわかる．また十分な学習を積めば，ステークホルダも d* 

framework を作成でき，対象サービスの高信頼化に役立つと考えていることがわかった．

ステークホルダが自ら d* framework を作成する利点として，自分たちの実施するサービス

の保証に関する議論を，直接 d* framework として記述できる点が挙げられる．第三者が主

導する d* framework の作成では，第三者が間に入るというロスが生じる．また，第三者に

は，d* framework に対する十分な知識に加え，“一般的なシステム開発文書の読解力”，“ス

テークホルダとのディスカッションを主導する能力”等も必要となる．しかし，第三者が

主導することで d* framework 作成の障壁を下げ，中立的な視点で d* framework を作成で

きるという利点がある．今後は，これらのトレードオフを考慮した上で，状況に応じた d* 

framework の作成が必要になることが考えられる． 

 

6.4.6. d* frameworkの作成手順 

サービスに直接関係していない第三者は，サービスに関する情報を持っていない．そのた

め，そのままの状態では，サービスのディペンダビリティの保証に関する議論を記述する

d* framework を作成することができない．そのため，本研究では，サービスに直接関係し

ていない第三者がサービスに関連する情報を得ることを目的として，サービスに関連する

資料を使用した．一般的に，サービスに関連する資料の量は膨大である．本研究で実施し

たケーススタディにおいても，172 個の資料が存在した．これらの膨大な量の資料を使って，

d* framework を作成するのは難しい作業となる．そこで，本研究では，サービスに関連す

る資料から，第三者が d* framework を作成する手順を明確にした．今回，この手順を使用

することで，適切な d* framework を作成することができた．このことから，他のサービス

についても，この作成手順を使用することにより，適切な d* framework を作成できると考

えられる．すなわち，本研究で提案した手順は，他の d* framework の作成に使用すること

ができる． 

 

6.4.7. d* frameworkの作成時間 

本研究では，d* framework を作成する際の作成時間を計測した．その結果，作成に要した

時間は 14 時間だったことがわかった（Table 14）．1 日の作業時間を 5 時間程度として見積

もると，これは約 3 営業日に換算することができ，比較的短い時間で d* framework を作成

できたことがわかる．ただし，本研究において実際作成に使用されたドキュメントは，全

体で 107 ページ（Table 11）であり大規模なものではなかった．そのため，比較的短い時

間で d* framework を作成することが出来たと考えられる面もある．より大規模・複雑なサ

ービスやシステムにおいて，d* framework の作成に要する時間がどのような規模に増大し
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ていくのかを，今後明らかにしていく必要がある． 

 

6.4.8. 第三者による d* frameworkの確認 

本研究では，サービスに直接関わっているステークホルダではなく，サービスに直接関わ

っていない第三者による d* framework の確認を実施した．d* framework の持つ構造的な

特徴を利用した結果，議論の不足箇所が全体で 45 箇所あることがわかった（Table 15）．

すなわち，d* framework を利用することで，第三者がサービスのディペンダビリティに関

する議論の不足箇所を確認できるということがわかった．つまり，d* framework を使用す

ることによるサービスのディペンダビリティの向上が，第三者においても可能であること

が明らかになった．第三者が指摘した議論の不足箇所は，ステークホルダが議論を実施し，

補っていく必要がある箇所である．  

 

6.4.9. 本研究の限界 

本研究には，次のような限界がある． 

 

 本研究は，エンタープライズ系サービスに対する d* framework の作成事例の 1 つに過

ぎない．エンタープライズ系サービスに対する d* framework の作成事例，及び第三者

による d* framework の作成事例の数としては，少ないという限界がある． 

 

 本研究では，SIer における社内サービスを対象として d* framework を作成した．こ

のサービスは，対象の企業にとっては重要なサービスであるが，社会的に重大な影響

を持つサービスではない．従って，本研究は，社会的に重要なサービスに対しての適

用事例ではないという限界がある．ただし，利用者，IT システム，システム開発者，

システム運用者がステークホルダとして存在するという点は，重要なサービスにおい

ても同様であるため，本研究で作成した d* framework の構造を適用できる可能性があ

る． 

 

6.5. まとめ 

本研究では，今までほとんど存在しなかった，エンタープライズ系サービスに対する d* 

framework（アシュアランスケース）の作成を実施した．また，本研究では，サービスに

直接関係していない第三者による d* framework の作成を試みた．第三者による d* 

framework の作成を可能とするため，事前に作成手順を定義し，その手順を使用して d* 

framework を作成した．その結果，サービスに関係するステークホルダからも納得感を得

られる d* framework が，第三者により作成できるという知見が得られた．さらに，d* 

framework の構造的な特徴を利用することにより，第三者によるサービスのディペンダビ

リティに関する確認が可能であるという知見も得られた．また，本研究によるd* framework
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作成後のステークホルダの評価より，実際のサービスに対して d* framework を適用するこ

との有用性が示された． 

今後は，今回実施したような d* framework の作成を他の事例でも実施し，d* framework

の適用事例を増やしていく必要がある．様々な事例を実施することにより，新しい知見の

獲得が期待できる．また，本研究において示した d* framework の作成手順についても，適

用事例を増やすことで改善できることが期待される． 
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7. 結論 

 

7.1. 本研究のまとめ 

本研究では，アシュアランスケースに関する研究を実施した．アシュアランスケースとは，

システムのディペンダビリティを保証するために実施する議論を記述した文書である．シ

ステムのディペンダビリティの保証に関する関心が高まり，その重要性が認識されるに伴

い，アシュアランスケースの研究が進められてきた．しかし，従来のアシュアランスケー

スに関する研究には，Table 1 で示される欠陥が存在した．本研究では，これらの欠陥に対

処するため，“d* framework の提案（Actor の導入）”，“d* framework への責任属性の導

入（責任属性の導入）”，“コラボレーション図を使った d* framework の作成（設計法の検

討）”を実施した．また，Actor の導入に関する評価を実施するため，“適用実験に基づく評

価”も実施した．これらの実施事項については，Figure 1 で整理している．本研究におい

て実施したこれらの研究について，得られた主な結果を以下に列挙する． 

 

① d* framework の提案（3 章） 

3 章では，d* framework を提案した．d* framework とは，Actor の概念を導入したアシュ

アランスケースの作成手法である．また，d* framework を使用して作成されたアシュアラ

ンスケース自体も d* framework と呼ばれる．d* framework は，従来のアシュアランスケ

ースの作成手法である GSN を拡張して定義された手法である．d* framework では，GSN

において使用されている要素に加えて，新規要素の Actor が定義されている．d* framework

における Actor は，d* framework が対象とするシステムの構成要素を示す要素として使用

される．システム，サブシステム，コンポーネント，人，組織等を Actor として定義する

ことができる．Actor の概念が導入された d* framework には，下記の 2 種類が存在する．

実際に d* framework を作成する際には，下記の 2 種類の d* framework を複数作成して，

システムの保証に関する議論を記述する． 

 

1. Actorが他のActorに対して責任を遂行することを示すd* framework．すなわち，Actor

間の依存関係を示す d* framework． 

 

2. Actor 自体がディペンダブルであることを示す d* framework 

 

本研究において d* framework を提案したことで，アシュアランスケースに対する Actor

の導入を実施することができた．d* framework を使用し，システム，サブシステムやシス

テムを構成するコンポーネントを Actor として定義することにより，複数のサブシステム

や複数のコンポーネントから構成されるシステムの保証を明確に示すことができるように

なったと考えられる． 
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② d* framework に対する責任属性の導入（4 章） 

4 章では，d* framework に対する責任属性の導入に関する研究について述べた．d* 

framework とは，アシュアランスケースの 1 種であり，システムの保証に関する議論につ

いて記述された文書である．従来のアシュアランスケースでは，対象とするシステムのデ

ィペンダビリティの保証に関する議論について，誰が責任を持つのかが必ずしも明確にさ

れていなかった．このような状況は，d* framework においても同様であった．本研究では，

d* framework に責任属性を導入することで，システムの保証に関する議論について，誰が

責任を持つのかを明確にした．具体的には，d* framework に対する新規要素として Agent

を追加した．Agent は，d* framework において記述されているディペンダビリティを保証

する議論に対して，責任を持つ責任主体を示す要素として定義されている．すなわち，Agent

として記述された要素は，d* framework 内の他の要素（Actor，Goal，Strategy，Context，

Evidence）に対して責任を持つ．そのため，Agent として記述できるのは，議論に対して

責任を持つことができる人や組織等であるとした．逆に，それ自体では責任を持つことが

できないシステムやサブシステム等は，Agent として記述することはできないとした．本

研究において，d* framework に対して Agent の要素を導入したことで，d* framework を

使用する際，責任主体の概念を考慮することができるようになったと考えることができる． 

 

③ コラボレーション図を使った d* framework の作成（5 章） 

5 章では，コラボレーション図を使用した d* framework の作成手法に関する研究について

述べた．d* framework を含む一般的なアシュアランスケースは，ステークホルダによる対

象のディペンダビリティの保証に関する議論の内容を記述することで作成される．しかし，

この方法は時間がかかり非効率であると考えられる．そこで，d* framework の対象に関し

て既存の情報が存在する場合，それらの情報を使用して d* framework を作成することで，

d* framework の作成効率を上げることが考えられる．例えば，既存のソフトウェア工学の

手法により，対象システムについて作成されたモデルを，d* framework の作成に使用する

ことが考えられる．本研究では，d* framework を作成するために，対象のシステムに対し

て作成されたコラボレーション図を使用することを試みた．コラボレーション図には，シ

ステムを構成するオブジェクトと，それらオブジェクト間のメッセージ情報が定義されて

いる．本研究において，コラボレーション図に定義されている情報は，d* framework を作

成するのに使用される．本研究では，コラボレーション図から d* framework を作成するた

めの手順を提案した．提案した手順には，コラボレーション図に含まれる情報を使って，

d* framework における Goal を定義するための方法も示されている． 

現状のアシュアランスケース記法には，アシュアランスケースと既存の設計手法との関係

が不明確であるという欠陥が存在する．本研究を実施することにより，d* framework（ア

シュアランスケース）と，既存の設計手法の 1 つであるコラボレーション図との関係を示
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すことができた．今後，コラボレーション図以外の既存の設計手法についても，アシュア

ランスケースとの関係を明確にする必要がある．これは，今後の課題となる． 

 

④ 適用実験に基づく評価（6 章） 

6 章では，適用実験に基づく d* framework の評価に関する研究について述べた．本研究で

はSIerで実際に使用されている ITシステムを使ったサービスを対象として，d* framework

を作成し，d* framework の評価を実施した．d* framework の作成に伴うステークホルダ

の負担を軽減するため，対象のサービスに直接関係していない第三者が中心となって d* 

framework を作成した．対象のサービスに直接関係していない第三者が，対象のサービス

の d* framework を作成することは困難である．そこで，本研究では，“対象のサービスに

直接関係していない第三者が d* framework を作成する際の作成手順”を定義し，その手順

を使用して d* framework を作成した．その結果，132 個の要素を持つ d* framework が作

成された．作成された d* framework は，対象のサービスの関係者であるステークホルダか

ら見ても違和感のないものとなった．また，本研究では，作成された d* framework を使用

して，ディペンダビリティに関する議論の漏れを確認する実験も実施した．議論の抜けも

れの確認には，d* framework が持つ構造的な特徴を利用した．その結果，全体で 45 個の

議論の漏れを識別することができた． 

本研究では，d* framework の適用可能性を評価するため，対象としたサービスのステーク

ホルダに対して，本研究の取り組み及び d* framework に関するヒアリングを実施した．そ

の結果，d* framework を作成することで，サービスのディペンダビリティに関する議論を

分かりやすく整理することができ，対象サービスを考慮すれば d* framework を実際に活用

できるという評価が得られた．この結果より，d* framework は，実際の現場においても利

用価値のあるものであることが示された．また，本研究を実施したことにより，サービス

に直接関係していない第三者でも，d* framework の作成が可能であることが示された． 

 

7.2. 今後の課題 

上記で述べたとおり，本研究では，アシュアランスケースに対して Actor の導入（d* 

framework の提案）と責任属性の導入を実施した．Figure 1 に示したように，Actor の導

入については，記法の提案，記法の評価，設計法の提案を実施した．また，責任属性の導

入については，記法の提案のみ実施した．本研究では，責任属性の導入について，記法の

評価及び設計法の提案までは実施できなかった．今回実施できなかった，責任属性の導入

に関する記法の評価及び設計法の提案は，今後の課題となる． 

既存の設計手法とアシュアランスケースの関係の明確化について，本研究では，コラボレ

ーション図を使用した d* framework の設計法の提案を通して，既存の設計手法の 1 つであ

るコラボレーション図と d* framework との関係を明確にした．しかし，既存の設計手法は，

コラボレーション図のみではない．その他の設計手法も多数存在する．それら既存の設計
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手法と d* framework との関係を明確にすることも今後の課題となる．特に，サービスやシ

ステムのアーキテクチャを記述するモデルと，d* framework の関連を明確にし，相補的に

使用できるようにすることで，d* frameworkの有用性を高めることができると期待される． 

本研究では，SIer において実際に使用されているサービスに対して d* framework を作成

することで，d* framework の評価を実施した．しかし，d* framework を評価するための

事例としては，まだまだ少ないという限界がある．d* framework の評価という観点から考

えると，適用評価事例を増やしていくことも今後の課題となる． 
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